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別表第八 令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる

交流用電気機械器具並び携帯発電機 
１ 共通の事項 

（１）材料 

イ 器体の材料は、通常の使用状態における温度に耐えること。 
なお、「温度に耐える」とは、外郭又は電気絶縁物を支持するものの材料が熱可塑性のものの場合

にあっては、別表第三２（１）ロ（ニ）ａ又はｂに適合することをいう。この場合において、試験品から試験

片を採ることが困難なものにあっては、同じ材質の試験片について試験を行うことができる。 

ロ 電気絶縁物及び熱絶縁物は、これに接触又は近接する部分の温度に十分耐え、かつ、吸湿性の少

ないものであること。この場合、別表第四１（１）ロ（イ）から（ト）に適合すること。ただし、吸湿性の熱絶

縁物であって、通常の使用状態において危険が生ずるおそれのないものにあっては、この限りでな

い。 
ハ 機器の部品及び構造材料は、ニトロセルローズ系セルロイドその他これに類する可燃性物質でない

こと。ただし、ピンポン用ボールにあっては、この限りでない。 
ニ アークが達するおそれのある部分に使用する電気絶縁物は、アークにより有害な変形、有害な絶縁

低下等の変質が生じないものであること。 
ホ 鉄および鋼（ステンレス鋼を除く。）は、めっき、塗装、油焼きその他の適当なさび止めを施してあるこ

と。ただし、酸化することにより危険が生ずるおそれのない部分に使用するものにあっては、この限りで

ない。 
ヘ 導電材料は、次に適合すること。 
（イ）刃及び刃受けの部分にあっては、銅又は銅合金であること。 

（ロ）（イ）以外の部分にあっては、銅、銅合金、ステンレス鋼又は別表第三附表第四に規定する試験

を行ったとき、これに適合するめっきを施した鉄若しくは鋼（ステンレス鋼を除く。）若しくはこれらと

同等以上の電気的、熱的及び機械的な安定性を有するものであること。ただし、めっきを施さな

い鉄若しくは鋼又は弾性を必要とする部分その他の構造上やむを得ない部分に使用するもので

あって危険が生ずるおそれのないときは、この限りでない。 

ト 屋外用のものの外かくの材料は、さび難い金属、さび止めを施した金属、合成ゴム、陶磁器等又は

80℃±3℃（照明器具の透光性を必要とするカバーにあっては、70℃±3℃）の空気中に１時間放置し
た後に自然に冷却したとき、ふくれ、ひび、割れその他の異状が生じない合成樹脂であること。ただ

し、構造上直射日光にさらされず、かつ、雨水が浸入するおそれのない外かくにあっては、この限りで

ない。 
チ 電源電線用端子ねじの材料は、銅、銅合金、ステンレス鋼又は別表第三附表第四に規定する試験

を行ったとき、これに適合するめっきを施した鉄若しくは鋼（ステンレス鋼を除く。）であること。 
リ アース用端子の材料は、十分な機械的強度を有するさび難いものであること。 
器体の内部のアース用端子であって、別表第三附表第四に規定する試験を行ったとき、これに適合

するめっきを施した鉄若しくは鋼は、「さび難いもの」とみなす。 
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ヌ 機器の部品の材料は、ポリ塩化ビフェニルを含有したものでないこと。 
ル 飲料水、食品等に接する部分の材料は、通電により有害な化学的変化をおこし、又は有害な物質が

溶出するおそれがないものであること。 
（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する材料について規定するものである。 

２．イ項の，「通常の使用状態」とは、一般的にねじ等で固定して使用するものはその位置に固定し、その他のも

のは普通使用する状態にし、平常温度上昇試験（定格電圧のもとで使用者の調整を期待する調整器は、最

も厳しい条件に設定する。）の状態で動作した場合をいう。 

３．ハ項の，「これに類する可燃性物質」とは、着火したとき爆発的に燃焼するものをいう。 

４．ニ項において， 

1 「アークが達するおそれのある部分」とは、アークによるふくれ、焼け焦げその他の変質を生ずるおそれの

ある部分をいう。 

2 「有害」とは、火災、感電及び傷害のおそれのあることをいう。 

3 「変形」とは、ふくれ、ひび、割れ等をいう。 

５．ホ項の，「危険が生ずるおそれのない部分」とは、導電部のねじ接続箇所以外の箇所であって固定した後に

緩むことのない部分及びシャフト、鉄心その他の構造材等であってさびの発生が安全をそこなわない部分を

いう。 

６．ヘ項については，別表第三２(1)の解説４を準用する。への解釈に同じ，である。 

７．ヘ項(ｲ)の，平形接続端子（ファストン端子）及びヒューズのクリップは「刃及び刃受け」に含まな

い。 

８．ヘ項(ﾛ)において， 

1 「同等以上の電気的、熱的及び機械的な安定性を有するもの」には、銅覆鋼を含む。 

2 「弾性を必要とする部分その他の構造上やむを得ない部分」とは、ばね性を必要とする部分、機械的強

度が銅又は銅合金では不足する部分、特殊機能を必要とする部分等であって、次のものをいう。 

(1) 抵抗体、発熱体、巻線、可溶体、バイメタル、接点、カーボンブラシ等 

(2) 真空管、半導体、コンデンサー等電子部品の内部 

(3) ばね、摩耗しやすいばね受け、シャーシー、ガラス封じ端子、シーズヒーターの溶接端子、コンデン

サー端子、真空管の端子、半導体の端子、抵抗器の端子等 

(4) ねじ締め部、圧力保持部、スポット溶接による接続部等機械的強度を要する部分 

(5) 温度が100℃以上の接続部 

(6) 電球口金、小型電球受金等消耗品に類する短寿命の交換部品 

(7) 電子レンジ用マグネトロンの変圧器の鉄心 

(8) 高周波電流導電部、高圧微小電流回路、アース回路、制御回路、表示回路等の発熱するおそれの

ない部分に用いるものであって最大通電容量が10W 以下で、かつ、100mA 以下の部分 

(9) 対地電圧及び線間電圧が交流30V 以下、直流 45V以下であって、最大通電容量が10W 以下の部
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分。この場合において、当分の間、当該電圧のもとで最大電流１A 以下の部分にも適用できるものとす

る。 

９．ト項において， 

1 「屋外用のもの」とは、屋外設置用機器、電気芝刈機等主として屋外（屋側を含む。）で使用するものをい

う。 

2 壁埋込み器具の屋外側部分は、「屋外用のもの」とみなす。 

１０．リ項において， 

1 「アース用端子」とは、感電等による危険防止を目的としたアース端子をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 銅、銅合金及びステンレス鋼は、「十分な機械的強度を有するさび難いもの」とみなす。（以下別表第八

において同じ。） 

11．ル項の，「通電により有害な化学的変化をおこし、又は有害な物質が溶出するおそれがないもの」には、食

品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第７条第１項及び第 10 条の規定に基づく食品、添加物等の規格基準

（厚生省告示第370 号）第３「器具及び容器包装」に適合するものを含む。 

 

 



Ⅴ-8(1)-4 

 

（２）構造 

イ 通常の使用状態において危険が生ずるおそれのないものであって、形状が正しく、組立てが良好で、

かつ、動作が円滑であること。 
（イ）「通常の使用状態において危険が生ずるおそれのない」とは、電源に接続した場合並びに機器

に表示された定格及び機器の普通の使用方法により運転した場合に感電、火災及び傷害を生

ずるおそれのないことをいう。 

（ロ）「通常の使用状態」には、次のものも含まれる。 

ａ 中間スイッチ又は器体スイッチを有するものにあっては、これらのスイッチを開路の状態で電

源に接続した場合 

ｂ 遠隔操作及び無人運転の機器（タイマーで OFF するものを含む。）を無負荷によって運転し

た場合 

ｃ コードかけを有する機器にあっては、コードかけにコードを巻き付けて、機器の外方に 100N

（自重の3倍が10kg未満の場合は 10Nにkgの単位で表わした自重の3倍の値を乗じた値と

し、最低 30N とする。）の力を15 秒間加えた場合 

ｄ コードかけ等を有する機器であって、そのコードかけ等の近傍に、コードが容易に器体内部に

入る開口がある機器にあっては、その開口からコードを器体内部に押し込んだ場合 

ロ 遠隔操作機構を有するものにあっては、器体スイッチ又はコントローラーの操作以外によっては、電

源回路の閉路を行えないものであること。ただし、危険が生ずるおそれのないものにあっては、この限

りでない。 
ハ 通常の使用状態において転倒するおそれのあるものであって、転倒した場合に危険が生ずるおそれ

のあるものにあっては、この表に特別に規定するものを除き、次の表の左欄に掲げる種類ごとに同表

の右欄に掲げる角度で傾斜させたときに転倒しないこと。 
種類 角度(°) 

電熱器具及び電熱装置を有す

る電動力応用機械器具 

床上形 15 

その他のもの 10 

その他のもの 10 

 

「転倒するおそれのあるもの」とは、据付工事又は配管工事を伴うもの、天井又は壁に取り付けるもの及

び高さに対して十分な床面積を有し容易に傾斜しない重量物以外のものをいう。この場合において、

容易に傾斜しない重量物とは、器体の質量が 40kg を超えるものであって、床面から器体底面までの
高さが 5 ㎝以下のもの及び器体のあらゆる位置（底面を除く。）から 100Nの力を加えたときに転倒し
ないものをいう。 

ニ 造営材に取り付けて使用するものにあっては、容易に、かつ、堅固に取り付けることができること。 
ホ 金属製のふたまたは箱のうちスイッチが開閉したときアークが達するおそれのある部分には、耐アー

ク性の電気絶縁物を施してあること。 
ヘ 充電部には、次に掲げるものを除き、容易に取り外すことができる部分を取り外した状態で別表第四
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１（２）ハの図に示す試験指が触れないこと。 
管球類を使用するものにあっては、これらを通常の動作状態に装着した状態で試験を行う。 

「試験指」に加える力は、30N とする。ただし、卓上形のものの底面、床上形のもの（据置き形のもの

に限る。）の裏面及び底面（器体の質量が 40kg を超えるもので、床面から器体の底面までの高さが 5

㎝以下のものにあっては、その高さの 2 倍の長さを底面の外縁から内側に及ぼした範囲）並びに天井

取付け形（容易に人が触れるおそれのない場所に取り付けるものを含む。）のものの外面及び開口部

にあっては 10N とする。 

携帯用テレビジョンカメラのレンズ用マウントの内部にあっては、試験指に加える力は、10N とする。 

（イ）取り付けた状態で容易に人が触れるおそれのない取付け面の充電部 

（ロ）質量が40kg を超える器体の底面の開口部から40 ㎝以上離れている充電部 

（ハ）構造上充電部を露出して使用することがやむをえない器具の露出する充電部であって、絶縁変

圧器に接続された２次側の回路の対地電圧及び線間電圧が交流にあっては 30V 以下、直流に

あっては 45V 以下のもの並びに 1kΩの抵抗を大地との間及び線間に接続した場合に当該抵抗

に流れる電流が、商用周波数以上の周波数において感電の危険が生ずるおそれのない場合を

除き、1mA 以下のもの 

ａ 音声信号出力端子にあっては、ボリュームを最大の位置にし、出力の歪率が 5%になるような

入力信号（印加周波数は1,000Hz（1,000Hzが帯域内にない場合は、その帯域の可聴中心周

波数）とし、ステレオ等 2 以上の入力が可能なものにあっては、同相、逆相のうち消費電力が

大きくなる方とする。）を加えたときの出力（（2 以上の出力が取り出せるものにあっては、その

合計とする。）以下、「5%歪み出力」という。）をもとに、次のいずれかの状態に調整した後、負

荷を開放した状態のもとで「線間電圧」を測定する。この場合において、歪率の測定は、ネット

ワーク付きマルチスピーカーを有するものの場合、負荷を各々のスピーカー端子に接続し、フ

ィルターの入力側で行うものとし、歪率が5%未満で保護装置が動作するものにあっては、保護

装置が動作する寸前（保護装置としてヒューズを使用するものにあっては、ヒューズの定格電

流の２倍に等しい電流が流れたときとする。）の出力とする。 

（ａ）5%歪み出力が20W以上の場合は、ボリュームが最大位置のまま、出力の歪率が10％となる

ような連続正弦波の入力信号と同一波高値を有する次の図に掲げる信号（トーンバースト

波）を加えた状態 

 

（ｂ）5%歪み出力が15W 以上 20W 未満の場合は、5Wとなるようにボリュームを調整した状態 

（ｃ）5%歪み出力が 2W以上 15W 未満の場合は、5%歪み出力の3 分の1 又は 2Wのいずれか
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大きい方にボリュームを調整した状態 

（ｄ）5%歪み出力が2W未満の場合は、5%歪み出力の状態 

ｂ 別表第四１（２）ハ（ハ）ｂ（ａ）から（ｃ）に同じ。（以下別表第八において同じ。） 

ｃ 2 以上の周波数（直流を含む）が重畳している電流の場合にあっては、次により判定する。（以

下別表第八において同じ。） 

（ａ）1kΩの抵抗に流れる各周波数毎の電流を測定し、次式により計算した値が商用周波数に

おける限度値以下の場合は感電の危険が生ずるおそれのないものとみなす。 

 

In は各周波数毎の電流測定値 

Fn は周波数が１kHz以下の場合は１、１kHz を超え30kHz 以下の場合はmA で表わした測

定周波数に対する限度値（Fn=100.881logF、Fは kHz で表わした測定周波数）、30kHz を超

える場合は 20 とする。 

（ｂ）各周波数毎の電流を測定することが著しく困難な電流の場合にあっては次の図に示すフィ

ルター回路を用いてその周波数特性を考慮し判定することができる。この場合において出力

端子の電圧が１V 以下の場合は感電の危険が生ずるおそれのないものとみなす。 

 

 

（ニ）定格電圧が150V以下であって、かつ、通電した場合に赤熱する発熱体を有するもののその発熱

体 

（ホ）電撃殺虫器その他機能上充電部を露出して使用することがやむを得ない器具の露出する充電

部 

ト 極性が異なる充電部相互間、充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間及び充電部と人

が触れるおそれのある非金属部の表面との間の空間距離（沿面距離を含む。）は、器具又は器具の

部分ごとにそれぞれ次の表に適合すること。ただし、（イ）から（ハ）掲げる部分にあっては、この限りで

ない。 
「充電部と人が触れるおそれのある非金属部の表面との間」の空間距離（沿面距離を含む。）は、開

口部（くぼみを含む。）を有するものにあっては、別表第四１（２）タ（イ）ｆによる。 

営材等に取り付けた状態で容易に人が触れるおそれのない取付け面側の充電部と取付け面との

「空間距離（沿面距離を含む。）」は、規定された値（最低6㎜とする。）以上であること。 
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器具又は器具の部分の区分 空間距離（沿面距離を含む。） 

イ 電気かみそり、電気バリカン、電気つめみが

き機、電気ナイフ、電気歯ブラシ及び電気はさ

み並びに手持ち形の電気マッサージ器、電気

吸入器及びエレクトロニックフラッシュ（これらの

うちハ及びニに掲げる部分を除く。） 

附表第一の値以上 

ロ イに掲げるもの以外のもの（これらのうちハ及

びニに掲げる部分を除く。） 
附表第二の値以上 

ハ 線間電圧又は対地電圧

が15V以下の充電部分（使用

者が接続するねじ止め端子

部を除く。） 

耐湿性の絶縁

被膜を有するも

の 

0.5 ㎜以上 

その他のもの 1 ㎜以上 

ニ 電動機の整流子部 

別表第七１（２）ニの表の値（電動機に

定格出力の表示がないものにあって

は、通常の使用状態における入力の

65%を定格出力とした場合の表の値）以

上 

（備考）空間距離は、器具の外面にあっては 30N、器具の内部にあっては 2N の力を距離が最も小さく

なるように加えて測定したときの距離とする。 

 

（イ）空気清浄機、イオン発生器、電撃殺虫器その他の電極間に電圧を加えて集じん、殺虫等を行う

機器のその電極の部分 

（ロ）絶縁変圧器の２次側の回路、整流後の回路等の構造上やむを得ない部分であって、次の試験を

行ったとき、これに適合するもの。この場合の用語の定義は、別表第四１（２）タ（イ）ｈ及びｉによ

る。 

ａ 極性が異なる充電部相互間を短絡した場合に、短絡回路に接続された部品が燃焼しないこ

と。ただし、当該回路に接続されている 1 の部品が燃焼した場合において他の部品が燃焼す

るおそれのないものにあっては、この限りでない。 

この場合の試験方法は次による。 

（ａ）別表第四１（２）タ（ロ）ａ（ａ）から（ｄ）に同じ。 

（ｂ）短絡試験で内部配線の被覆を損傷し導体が露出するものにあっては、当該内部配線を無

理のない方向に、2Nの力を加えて動かしたとき、火災、感電の危険が生ずるおそれのないこ

と。 

ｂ 極性が異なる充電部相互間又は充電部と人が触れるおそれのある非充電金属部との間の尖

頭電圧が 2,500V を超える場合において、その部分について放電試験棒を使用して 30 秒間

連続放電（30 秒以内に部品が燃焼を開始したときはそのつど放電を中止し、放電中止後 15

秒以内に炎が消滅したときは更に放電を続け、合計30秒間放電するものとする。）をさせた場

合に、そのアークにより部品が燃焼しないこと。ただし、次に適合するものにあっては、この限り
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でない。 

（ａ）放電中止後15 秒以内に炎が消滅すること。 

（ｂ）厚さが 0.3 ㎜以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的強度を有する不燃性の合成樹脂若

しくは金属板で作られた遮へい箱（開口があるものにあっては、内部が燃焼することにより、

その開口から炎が出ない構造のものに限る。）に収められていること。 

（ｃ）「放電試験棒」は、次のとおりとする。 

ⅰ 形状：円錐形（コニカルテーパー） 

ⅱ 材料：タングステン又は黄銅 

ⅲ 寸法：下図 

 

（ｄ）放電試験は、放電試験棒の先端を放電させる部分に短絡しない範囲で近づけ、放電する

位置に固定して行う。この場合において、固定した位置で試験中に放電が止まったときは、

さらに放電試験棒を近づける。なお、端子板、印刷回路用積層板等は、沿面で放電させる。 

（ｅ）「放電中止」とは、放電試験棒を取り去ることをいう。 

（ｆ）「不燃性の合成樹脂若しくは金属板で作られた遮へい箱」とは、遮へい箱の中でアーク放電

を行つたとき、そのアーク又はアークにより生ずる炎で引火しないものをいう。 

ｃ 極性が異なる充電部相互間、充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間及び充

電部と人が触れるおそれのある非金属部の表面との間を接続した場合に、その非充電金属

部又は露出する充電部が次のいずれかに適合すること。 

（ａ）対地電圧及び線間電圧が交流にあっては 30V以下、直流にあっては45V以下であること。 

（ｂ）1kΩの抵抗を大地との間及び線間並びに非充電金属部と充電部との間に接続したとき当

該抵抗に流れる電流は、商用周波数以上の周波数において感電の危険が生ずるおそれの

ない場合を除き、1mA 以下であること。 

ｄ ａの試験の後に５００ボルト絶縁抵抗計により測定した充電部（対地電圧及び線間電圧が交流

にあっては 30V以下、直流にあっては 45V以下のもの並びに 1kΩの抵抗を大地との間及び

線間に接続した場合に当該抵抗に流れる電流が 1mA 以下（商用周波数以上の周波数にお

いて、感電の危険が生ずるおそれのない場合は、1mA 以下であることを要しない。）のものを

除く。）と器体の表面との間の絶縁抵抗は、0.1MΩ以上であること。 

（ハ）極性が異なる充電部相互間及び充電部と非充電金属部との間を短絡した場合において、当該

短絡回路に接続された部品が燃焼しない電動機の整流子部であって、その定格電圧が交流に

あっては 30V以下、直流にあっては 45V以下のもの 
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チ 絶縁物の厚さについては、別表第四１（２）レに規定する技術上の基準を準用すること。 
リ 充電部相互又は充電部と非充電部との接続部分は、通常の使用状態において、緩みが生ぜず、か

つ、温度に耐えること。なお、端子を印刷回路用積層板に直接はんだ付けする JIS C 8283-1(2008)
「家庭用及びこれに類する用途の機器用カプラ―第 1 部：一般要求事項」に規定する機器用インレッ
トにあっては、器具用差し込みプラグ又はコードコネクターボディを抜き差しするとき、当該はんだ付け

部に機械的応力が加わらない構造であること。 
ヌ 器体の内部の配線は、次に適合すること。 
（イ）2N の力を電線に加えた場合に高温部に接触するおそれのあるものにあっては、接触したときに

異状が生ずるおそれのないこと。 

（ロ）2N の力を電線に加えたときに可動部に接触するおそれのないこと。ただし、危険が生ずるおそれ

のない場合にあっては、この限りでない。 

（ハ）被覆を有する電線を固定する場合、貫通孔を通す場合又は 2N の力を電線に加えたときに他の

部分に接触する場合は、被覆を損傷しないようにすること。ただし、危険が生ずるおそれのない場

合にあっては、この限りでない。 

ａ 次に適合する場合は、「被覆を損傷しない」ものとみなす。 

（ａ）電線を金具で固定するものにあっては、その金具の端部にカール、適当な介在物をはさん

で固定等の処理を施してある場合 

（ｂ）貫通孔にあっては、金属板が 0.7 ㎜を超える厚さを有するものは面取りを、確実に固定した

チュービング（電線の被覆を損傷しない適当な厚さを有する絶縁テープを含む。）を有するも

のはバリ取りを施してある場合 

（ｃ）電線と接触する可能性のある部分がなめらかで、電線と平行している等電線の被覆を損傷

しない状態である場合 

ｂ 「損傷」とは、傷及び破れをいい、次の方法により判定する。この場合において、傷には単なる

へこみは含まない。 

（ａ）次の図例により、電線に2N の力を加えながら可動範囲内で左右に1 回動かす。 

 

（ｂ）傷の判定は、試験後、接触した電線の被覆にチョークを塗布し、これを布でふきとり、そのあ

とにチョーク粉が残されているか否かによって行う。 

（ニ）接続器によって接続したものにあっては、5N の力を接続した部分に加えたとき、外れないこと。た

だし、2N以上5N 未満の力を加えて外れた場合において危険が生ずるおそれのない部分にあっ
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ては、この限りでない。 

「危険が生ずるおそれのない」とは、コネクターが外れた場合、その部分に2N の力を加えて移

動させたとき、別表第八１（２）ヌ（イ）、（ロ）及び（ハ）に適合し、かつ、充電部露出、短絡、誤接続

等による危険が生ずるおそれがないことをいう。 

（ホ）可動する部分に接続するもの（２（６）、（１２）、（６０）、（６９の３）、（７１）及び（７５）を除く。）であっ

て、次の表の左欄に掲げる使用形態のものにあっては、可動範囲においてそれぞれ 5 秒間に 1

回の割合で同表の右欄に掲げる回数(往復で 1 回とする。）折り曲げたとき、配線が短絡せず、素

線の断線率が 30%以下であり、附表第三の２の絶縁耐力試験を行ったとき、これに適合し、かつ、

各部に異状が生じないこと。ただし、危険が生ずるおそれのないものにあっては、この限りでな

い。 

 

使用形態 回数(回) 

使用時に人を介さないで屈曲を受けるもの 50,000 

使用時に、人の操作によって、屈曲を受けるもの 5,000 

使用時に位置、高さ、方向等を調整するために、人の操

作を介して動かすもの 
1,000 

使用者等による保守、点検等の場合において屈曲を受け

るもの 
50 

 

ル 電源電線（口出し線を含む。以下この表において同じ。）、器具間を接続する電線及び機能上やむを

えず器体の外部に露出する電線（以下「電源電線等」という。）の貫通孔は、保護スプリング、保護ブッ

シング（手持ち形の軽小な器具にあっては、保護チューブを含む。）その他の適当な保護装置を使用

してある場合を除き、電源電線等を損傷するおそれのないように面取りその他の適当な保護加工を施

してあること。ただし、貫通部が金属以外のものであって、その部分がなめらかであり、かつ、電源電線

等を損傷するおそれのないものにあっては、この限りでない。 
ヲ この表に特別に規定するものを除き、電源電線等（固定して使用するもの又は取り付けた状態で外部

に露出しないものを除く。以下ヲにおいて同じ。）は、器体の外方に向かって器体の自重の値の 3 倍
の値(器体の自重の値の 3倍の値が 10kgを超えるものにあっては 100N、器体の自重の値の 3倍の
値が 3kg 未満のものにあっては 30Nの値）の張力を連続して 15 秒間加えたとき及び器体の内部に
向かって電源電線等の器体側から 5 ㎝の箇所を保持して押し込んだとき、電源電線等と内部端子と
の接続部に張力が加わらず、かつ、ブッシングが外れるおそれのないこと。 

ワ 器具間を接続する電線（別表第一に規定する技術上の基準又は別表第十二の規定による技術上の

基準に適合するものを除く。）が短絡、過電流等の異常を生じたとき動作するヒューズ、過電流保護装

置その他の保護装置を設けること。ただし、短絡、過電流等の異常が生じた場合において、部品の燃

焼、充電部の露出等の危険が生ずるおそれのないものにあっては、この限りでない。 
カ がい管に収めた導電部が金属部を貫通する箇所は、導電部が金属部に触れるおそれのないこと。 
ヨ 水を使用するもの及び屋外用のものにあっては通常の使用状態において充電部に水がかからない構
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造であり、水中で使用するものにあっては防水構造であること。ただし、機能上水に触れる充電部であ

って危険が生ずるおそれのない場合にあっては、この限りでない。 
タ 吸湿することにより部品の燃焼、充電部の露出等の危険が生ずるおそれのある部分にあっては、防湿

処理を施してあること。 
レ 温度上昇により危険が生ずるおそれのあるものにあっては温度過昇防止装置（温度ヒューズを含む。

以下レにおいて同じ。）を、過電流、過負荷等により危険が生ずるおそれのあるものにあっては過負荷

保護装置を取り付けてあること。この場合において、当該温度過昇防止装置及び過負荷保護装置

は、通常の使用状態において動作しないこと。 
次の試験を行ったとき、感電、火災の危険が生じないものは、「危険が生ずるおそれのあるもの」とは

みなさない。この場合において、感電、火災の危険が生じないとは、５００ボルト絶縁抵抗計により測定

した充電部と器体の表面との間の絶縁抵抗は、0.1MΩ以上であり、試験中において木台が燃焼する

おそれがなく、機器に発火、著しい発煙等の異状が生ずることなく、かつ、試験後において熱電温度

計法により測定した機器の外郭（換気扇の電動機の外郭を除く。）の温度は、150℃以下（電熱器具を

除く。）であることをいう。ただし、定格出力が 0.2kW を超える屋内用の送風機及び電気ポンプであっ

て、その器体の外面の見やすい箇所に「電動機用過負荷保護装置を取り付けて使用する必要があ

る。」旨及びその過負荷保護装置の「定格容量」を表示するものは除く。 

(イ) 人の注意の届かない状態で使用する機器 

ａ 電熱装置を有するものにあっては、試験品を厚さが 10 ㎜以上の表面が平らな木台の上に置

き、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を連続して各部の温度上昇がほぼ

一定となるまで（タイムスイッチを有するものにあってはその最大時間まで、非自己復帰形温

度過昇防止装置又は非自己復帰形過負荷保護装置が動作した時はその時まで。以下ｂにお

いて同じ。）試験品に加える。この場合において、温度制御装置を有するものにあっては、こ

れを短絡（複数個の温度制御装置を有するものにあっては、1個ずつ（2 個以上同時に短絡し

ない。）順次行う。）した状態で行う。 

ｂ 電動機又は電磁振動器を有するものにあっては、試験品を厚さが 10 ㎜以上の表面が平らな

木台の上に置き、回転子（電磁振動器にあっては振動片。以下（ロ）において同じ。）を拘束

（複数個の電動機を有するものにあっては、1 個ずつ順次行う。以下（ロ）において同じ。）した

状態で、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を連続して各部の温度上昇が

ほぼ一定となるまで試験品に加える。この場合において、密閉型の圧縮用電動機等の外部か

ら拘束が困難なものにあっては次の等価試験で行うことができる。 

（ａ）過負荷保護装置を有するものにあっては、次のいずれかの方法による。この場合におい

て、ｉからⅲまでのいずれかの試験を行ったとき、過負荷保護装置が動作しないものにあって

は、（ｂ）の試験を行うものとする。 

ｉ  三相誘導電動機の場合は、一相を開放する。 

ⅱ コンデンサー始動誘導電動機の場合は、始動用及び運転用のコンデンサーを短絡する。 

ⅲ コンデンサー誘導電動機の場合は、運転用のコンデンサーを短絡する。 



Ⅴ-8(1)-12 

 

ⅳ 分相始動誘導電動機の場合は、始動回路を開放する。 

（ｂ）過負荷保護装置を有しないものにあっては、あらかじめ拘束した電動機を組み込んだ試験品

で試験する。 

(ロ) 人の注意の届く状態で使用する機器 

ａ 手持ち形のもの、スイッチのつまみを手によって維持しなければ運転できないもの、手で連続

的に負荷をかけるもの、ジュースミキサー、コーヒーひき機等にあっては、電動機の回転子を

拘束した状態で定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を連続して 30 秒間試

験品に加えること。ただし、電動工具（据置き形のものを除く。）、手持ち形送風機、電動かくは

ん機及び電動刈込み機を除く。 

ｂ ａに掲げるもの以外のものにあっては、試験品を厚さが10 ㎜以上の表面が平らな木台の上に

置き、電動機の回転子を拘束した状態で定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電

圧を連続して 5分間（タイムスイッチを有するものにあってはその最大時間まで）試験品に加え

ること。 

(ハ) 短時間定格の機器にあっては、平常温度上昇試験に示す条件において定格時間の如何にか

かわらず定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を各部の温度上昇がほぼ一定と

なるまで（温度ヒューズ又は温度過昇防止装置として使用する自動スイッチが動作したときは、そ

の時まで）連続して加えること。ただし、次に掲げるものは、この限りでない。 

ａ 手持ち形のもの 

ｂ 手動によりスイッチを入の状態に保持しなければならないもの 

ｃ 手動により連続的に負荷をかけるもの 

ｄ タイムスイッチつきのもの 

ソ 定格電圧が 150Vを超えるものにあっては、アース線（アース用口出し線及び接地極の刃又は刃受け
に接続する線心を含む。以下この表において同じ。）又はアース用端子により接地できる構造（以下

「アース機構」という。）であること。ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 
（イ）二重絶縁又は強化絶縁により充電部から絶縁されている非充電金属部 

（ロ）この表で規定されている二重絶縁構造のもの 

（ハ）外かくの材料が耐水性の合成樹脂その他これに類する絶縁物であって、その厚さが、1 層で構

成されるものにあっては 1 ㎜（手持ち形のものにあっては、0.8 ㎜）以上、2層以上で構成されるも

のにあっては、0.8 ㎜（手持ち形のものにあっては、0.6 ㎜）以上であり、かつ、次に適合するもの 

ａ 別表第六１（２）ワに規定する試験に適合すること。 

ｂ ５００ボルト絶縁抵抗計により測定した充電部と人が触れるおそれのある器体の外面との間の

絶縁抵抗が 3MΩ以上であること。 

ｃ 充電部と人が触れるおそれのある器体の外面との間に 4,000V の交流電圧を加えたとき、連

続して 1 分間これに耐えること。 

ツ アース機構を有するものにあっては、次に適合すること。 
（イ）外郭の見やすい箇所（固定して使用するものであって、アース用の配線が外部に露出しない構造
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のものにあっては、器体の内部）にアース用端子又はアース線を設けてあること。ただし、電源プ

ラグのアースの刃で接地できる構造のものにあっては、この限りでない。 

（ロ）アース機構は、人が触れるおそれのある金属部と電気的に完全に接続してあり、かつ、容易に緩

まないように堅固に取り付けてあること。ただし、二重絶縁若しくは強化絶縁により充電部から絶

縁されている部分又はアース機構に接続された金属の外側の部分にあっては、この限りでない。 

ａ ｢人が触れるおそれのある金属部｣には、直径又は短径が50㎜未満の開口部の内部にあって

は、その直径又は短径の値の2倍の範囲を超える部分及び質量が10kgを超える機器の底面

にあっては開口部の直径又は短径の値の2倍の範囲を超える部分は含まない。 

ｂ 「電気的に完全に接続」とは、人が触れるおそれのある金属部とアース用端子、アース線若し

くは電源プラグのアースの刃との間に 15A を連続して通電し（電圧 30V 以下で通電できるこ

と。）、各部に異常な発熱がなく、かつ、その部分間における電圧降下が 1.5V 以下であること

をいう。 

（ハ）人が触れるおそれのある非金属部の表面は、二重絶縁又は強化絶縁により充電部から絶縁され

ていること。ただし、アース機構に接続された金属の外側の部分にあっては、この限りでない。 

（ニ）アース機構の表示は、次に適合すること。 

ａ アース線には、そのもの又はその近傍に容易に消えない方法でアース用である旨の表示を付

してあること。アース用である旨の表示とは別表第四１（２）ネ（イ）ａ及びｂによる。ただし、アー

ス線に緑と黄の配色を施した電線にあっては、この限りでない。 

ｂ アース用端子には、そのもの（容易に取り外せる端子ねじを除く。）又はその近傍に容易に消

えない方法でアース用である旨の表示を付してあること。アース用である旨の表示とは別表第

四１（２）ネ（ロ）ａからｄによる。ただし、器体の内部にある端子であって、アース線を取り換える

ことができないものにあっては、この限りでない。 

（ホ）アース用端子は、次に適合すること。 

ａ アース線を容易に、かつ、確実に取り付けることができること。 

確実に取り付けることができるとは、別表第四１（２）ナ（イ）ａ及びｂによる。 

ｂ 端子ねじの呼び径は、4 ㎜（溝付六角頭ねじ、大頭丸平小ねじ及び押し締めねじ形のものに

あっては、3.5 ㎜）以上であること。 

「大頭丸平小ねじ」には、大きさが大頭丸平小ねじの頭径以上の座金を使用したものを含む。 

ｃ アース線以外のものの取り付けに兼用しないこと。ただし、危険が生ずるおそれのない場合に

あっては、この限りでない。 

ネ 電動機を使用するものにあっては、通常の使用状態において電動機の回転が妨げられない構造で

あること。ただし、電動機の回転が妨げられた場合において、危険が生ずるおそれのないものにあっ

ては、この限りでない。 
ナ 通常の使用状態において人が触れるおそれのある可動部分は、容易に触れるおそれがないように適

当な保護わく又は保護網を取り付けてあること。ただし、機能上可動部分を露出して使用することがや

むをえないものの可動部分及び可動部分に触れたときに感電、傷害等の危険が生ずるおそれのない
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ものにあっては、この限りでない。 
回転が目視により容易に判断できるもの又は触れた場合に危険である旨の表示が見やすい箇所に

あるものにあっては別表第四１（２）ハに掲げる試験指を 2N で、その他のものにあっては 10N の力で押

し込んだとき、試験指が触れない可動部は、「容易に触れるおそれがないように適当な保護枠又は保

護網を取り付けてある」ものとみなす。 

ラ 器体の一部を取り付け、又は取りはずすものにあっては、次に適合すること。 
（イ）取り付け、又は取りはずしの動作が容易に、確実に、かつ、安全にできること。 

（ロ）電球又は放電管の取換え又は清掃のために開閉する部分の締付けは、容易に、確実に、かつ、

安全にできること。 

ム 庫内灯又はこれに類するものを有するものにあっては、これらは、物の出し入れ、とびらの開閉等の

動作をするときに危険が生ずるおそれのないものであること。ただし、保護わくの取付けその他の適当

な方法により保護してあるものにあっては、この限りでない。 
ウ スイッチを有するものにあっては、スイッチの開閉操作または開閉状態を文字、記号または色により見

やすい箇所に表示すること。ただし、表示することが困難なものにあっては、この限りでない。 
ヰ 発熱体の充電部又は電極（絶縁変圧器により電源から絶縁されているものであって、その電圧が交

流にあっては 30V以下、直流にあっては 45V以下のものを除く。）が容器中の水その他の液体に接
触している構造のものにあっては、その発熱線及び電極の周囲に電気遮へいを施し、かつ、これを接

地できる構造のものであること。ただし、次に適合するものにあっては、この限りでない。 
（イ）通常の使用状態において、アースするおそれのある非充電金属部に容器中の水その他の液体

が触れるおそれのないこと。 

（ロ）容器のふたを開いたとき容器中の水その他の液体に電圧が加わらない構造であること。 

（ハ）容器に表示された定格容量の水その他の液体を入れ、開口部から水その他の液体が流出する

ように器体を傾斜させたとき、その流出する水その他の液体に感電、傷害等の危険が生ずるおそ

れのある電流が通じない構造であること。 

ノ 電線の取付け部は、次に適合すること。 
（イ）電線を確実に取り付けることができる構造であること。 

（ロ）2 以上の電線を1の取付け部に締め付ける場合は、それぞれの電線の間にナットまたは座金を用

いてあること。ただし、圧着端子その他の器具により確実に取り付けることができるものにあって

は、この限りでない。 

（ハ）電源電線の取付け端子のねじは、電源電線以外のものの取付けに兼用しないこと。ただし、電源

電線を取り付け、又は取りはずした場合において、電源電線以外のものが脱落するおそれのな

いものにあっては、この限りでない。 

オ 発熱体を有するものにあっては、次に適合すること。 
（イ）発熱体の取付け部は、次によること。 

ａ 発熱体は、堅ろうに取り付けてあること。 

ｂ 発熱体の取付け面は、重力又は振動により容易に動かないこと。 
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ｃ 発熱線は、これが断線した場合に、人が容易に触れるおそれのある非充電金属部又はこれと

電気的に接続している非充電金属部に触れるおそれのないように取り付けてあること。ただ

し、非充電金属部に発熱体が触れてアースした場合に電源回路を遮断する漏電遮断器又は

これと同等以上のものを有するものにあっては、この限りでない。 

ｄ 充電部が露出した発熱線を熱板（金属製のものを除く。）に取り付け、その熱板を露出して使

用するものにあっては、発熱線を熱板の表面から2.5 ㎜以上の深さに取り付けること。 

（ロ）充電部が露出しており、かつ、通電した場合に赤熱する発熱体を有するものであって、電源を開

閉するスイッチ（自動スイッチを含む。）を有するものにあっては、当該スイッチは、同時に両極を

開閉できるものであること。 

ク ヒューズ又はヒューズ抵抗器を取り付けるものにあっては、次に適合すること。 
（イ）ヒューズ及びヒューズ抵抗器が溶断することにより、それぞれの回路を完全に遮断できること。 

（ロ）ヒューズ及びヒューズ抵抗器が溶断する場合において、アークにより短絡せず、またはアースする

おそれのないこと。 

（ハ）ヒューズが溶断する場合において、ヒューズを収めているふた、箱または台が損傷しないこと。 

（ニ）ヒューズの取付け端子は、ヒューズを容易に、かつ、確実に取り付けることができるものであって、

締め付けるときヒューズのつめがまわらないこと。 

大頭丸平小ねじ（JIS C 8303（2007）「配線用差込接続器」）又は座金を用いている場合は、「ヒ

ューズのつめがまわらない」ものとみなす。 

（ホ）皿形座金を使用するものにあっては、ヒューズ取付け面の大きさは、皿形座金の底面の大きさ以

上であること。 

（ヘ）非包装ヒューズを取り付けるものにあっては、ヒューズと器体との間の空間距離は、4 ㎜以上であ

ること。 

非包装ヒューズ及びヒューズと器体との間の空間距離は別表第六１（２）ネ（ト）ａ及びｂによる。 

（ト）ヒューズの取付け端子のねじは、ヒューズ以外の部品の取付けに兼用しないこと。ただし、ヒューズ

を取り付け、または取りはずした場合において、ヒューズ以外の部品の取付けがゆるむおそれの

ないものにあっては、この限りでない。 

（チ）ヒューズ抵抗器の発熱により、その周囲の充てん物、プリント基板等が炭化又はガス化し、発火す

るおそれのないこと。 

ヤ コンデンサーを有するものであって、差し込み刃により電源に接続するものにあっては、差し込み刃

を刃受けから引き抜いたとき、差し込み刃間の電圧は 1 秒後において、45V以下であること。ただし、
差し込み刃側から見た回路の総合静電容量が 0.1μF以下であるものにあっては、この限りでない。 

マ ヒューズを取り付けるものにあっては、その銘板またはヒューズの取付け部に、電流ヒューズにあって

は定格電流を、温度ヒューズにあっては定格動作温度を、容易に消えない方法で表示すること。ただ

し、取り換えることができないヒューズにあっては、この限りでない。 
ケ 外郭にあっては、質量が 250g で、ロックウェル硬度 R100 の硬さに表面をポリアミド加工した半径が

10 ㎜の球面を有するおもりを次の表に示す高さから垂直に 1 回（二重絶縁構造のものであって透光



Ⅴ-8(1)-16 

 

性又は透視性を必要とするもの以外のものにあっては、3 回）落としたとき、又はこれと同等の衝撃力
をロックウェル硬度 R100 の硬さに表面をポリアミド加工した半径が 10 ㎜の球面を有する衝撃片によ
って１回（二重絶縁構造のものであって透光性又は透視性を必要とするもの以外のものにあっては、3
回）加えたとき、感電、火災等の危険を生ずるおそれのあるひび、割れその他の異状が生じないこと。 
ただし、器体の外面に露出している表示灯、ヒューズホルダーその他これらに類するもの及びそれら

の保護カバーであって、表面積が4㎝ 2以下であり、かつ、器体の外郭の表面から10㎜以上突出して

いないものにあっては、この限りでない。 

 

種類 高さ(㎝) 

天井取り付け用器具及び照明

器具 
14 

その他のもの 20 

 

なお、別表第四１（２）レ（イ）ｄに規定された衝撃力も同等の衝撃力とみなす。 

フ 器体から分離されているコントローラー（通常の使用状態において壁、柱等に固定するものを除く。）

にあっては、この表に特別に規定するものを除き、コンクリートの床上に置いた厚さが 30 ㎜の表面が
平らなラワン板の中央部に 70㎝の高さから 3回落としたとき、感電、火災等の危険が生ずるおそれの
ないこと。 

コ 半導体素子を用いて温度、回転速度等を制御するものにあっては、それらの半導体素子が制御能力

を失ったとき、次に適合すること。 
（イ）制御回路に接続された部品は、燃焼しないこと。ただし、当該回路に接続されている 1 の部品が

燃焼した場合において他の部品が燃焼するおそれのないものにあっては、この限りでない。 

（ロ）アースするおそれのある非充電金属部又は露出する充電部は、次のいずれかに適合すること。 

ａ 対地電圧及び線間電圧が交流にあっては 30V 以下、直流にあっては 45V 以下であること。 

ｂ 1kΩの抵抗を大地との間及び線間並びに非充電金属部と充電部との間に接続したとき当該

抵抗に流れる電流は、商用周波数以上の周波数において感電の危険が生ずるおそれのない

場合を除き、1mA 以下であること。 

（ハ）試験の後に５００ボルト絶縁抵抗計により測定した充電部（対地電圧及び線間電圧が交流にあっ

ては 30V 以下、直流にあっては 45V以下のもの並びに 1kΩの抵抗を大地との間及び線間に接

続した場合に当該抵抗に流れる電流が 1mA 以下（商用周波数以上の周波数において、感電の

危険が生ずるおそれのない場合は、1mA以下であることを要しない。）のものを除く。）と器体の表

面との間の絶縁抵抗は、0.1MΩ以上であること。 

エ 外部との接続機構を有するものにあっては、次に適合すること。 
（イ）器体に附属したコンセント（外部に電力を取り出すものに限る。）には、そのもの又はその近傍に

容易に消えない方法で安全に取り出すことができる最大の電力又は電流の値を表示してあるこ

と。 

（ロ）器体の外部にスピーカーを接続する端子を有するものにあっては、当該端子又はその近傍に容
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易に消えない方法で接続される負荷のインピーダンスの値を表示してあること。 

テ 極性が異なる充電部相互間又は充電部と人が触れるおそれのある非充電金属部との間の尖頭電圧

が 600V を超える部分を有するものにあっては、その近傍又は外郭の見やすい箇所に容易に消えな
い方法で高圧のため注意を要する旨を表示してあること。ただし、家庭用電位治療器にあっては、こ

の限りでない。 
ア 電源電線を収納する巻取機構を有するものにあっては、次に適合すること。 
（イ）電源電線を引き出し、収納する操作を毎分約30m の速さで連続して 1,000 回行ったとき、当該電

源電線の素線の断線率が30%以下であり、かつ、各部に異状が生じないこと。 

（ロ）電源電線を 30 ㎝（電源電線の有効長が 2m 以上であって、かつ、使用状態において移動するも

のにあっては、有効長の 1/5 の長さ）引き出した状態で定格周波数に等しい周波数の定格電圧

に等しい電圧を各部の温度上昇がほぼ一定となるまで加えたとき、各部の温度が附表第四に掲

げる値以下であり、かつ、巻取機構内部の電源電線各層の表面温度が次の表に掲げる値以下

であること。 

電源電線の絶縁物の種類 温度(℃) 

天然ゴム混合物 

60 ポリウレタンゴム混合物 

塩化ビニル混合物 

クロロプレンゴム混合物 

75 
スチレンブタジエンゴム混合物 

耐熱塩化ビニル混合物 

ポリエチレン混合物 

ブチルゴム混合物 
80 

エチレンプロピレンゴム混合物 

クロロスルホン化ポリエチレンゴム混合物 

90 
架橋ポリエチレン混合物 

けい素ゴム混合物 

四ふっ化エチレン樹脂混合物 

 

サ 接続器を使用しないで接続される電源電線等（器具間を接続する電線及び機能上やむをえず器体

の外部に露出する電線であって、線間電圧及び対地電圧が 60V以下のものを除く。以下サにおいて
同じ。）の器体を貫通する部分（以下「貫通部」という。）は、次の図に示す試験装置の可動板の中心と

貫通部とを一致させて、電源電線等が可動範囲の中央で折り曲らずに鉛直になるように器体を取り付

け、電源電線等の先に 500g（自重が 500g 未満のものにあっては、自重とする。）のおもりをつるして
可動板を左右交互におのおの次の表に示す角度及び速さで連続して 2,000 回往復する操作を行っ
たとき、電源電線等が短絡せず、かつ、素線の断線率が 30%以下であること。ただし、固定して使用
するもの、すえ置き形のものその他これらに類するものであって、通常の使用状態において定置して

使用するもの（やぐら付き置き用形及び卓用形の電気こたつを除く。）及び電源電線等を収納する巻

取機構を有するものの電源電線等にあっては、この限りでない。 
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品名 角度(°) 往復の速さ(回/分) 

電気アイロン 

90 40 電気あんか 

電気こたつ 

扇風機 60 10 

その他のもの 60 40 

（備考）往復の速さにおける回数は左右おのおの1回と数え

る。 

 

 
この場合の用語の定義及び試験方法は、別表第四１（２）ラ（イ）から（ヘ）による。 

キ 硬貨その他これに類するもの（以下「硬貨等」という。）を使用して電気回路を閉路するものにあって

は、硬貨等を導電回路の一部として使用しないこと。ただし、硬貨等を導電回路の一部として使用す

るものであって、通常の設置状態において硬貨等を多数個投入したとき硬貨等が露出充電部とならな

いものにあっては、この限りでない。 
ユ 合成樹脂の外郭（透光性又は透視性を必要とするもの及び機能上可撓性、機械的強度等を必要と

するものを除く。）を有するものにあっては、その外郭は難燃性を有するものであること。 
「難燃性を有するもの」とは、次のいずれかに適合することをいう。 

(イ) 外郭の外面の9㎝ 2以上の正方形の平面部分（外郭に9㎝ 2以上の正方形の平面部分を有しな

いものにあっては、原厚のまま一辺の長さが 3 ㎝の正方形に切り取った試験片。）を水平面に対

して約45°に傾斜させた状態において当該平面部分の中央部に、ノズルの内径が 0.5 ㎜のガス

バーナーの空気口を閉じた状態で燃焼させた長さ約 20 ㎜の炎の先端を垂直下から 5 秒間あて

炎を取り去ったとき、燃焼しないもの。 
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なお、この場合の用語の定義は別表第四２（１）ホ（ハ）ａからｃによる。 

(ロ) 「電気用品に使用される外郭用合成樹脂材料の水平燃焼試験方法」に関する報告書（平成 2 年

3 月 15 日社団法人日本電気協会 電気用品調査委員会）に規定される試験方法による外郭用

合成樹脂材料の水平燃焼を客観的に確認したものは、「技術上の基準に適合する」ものとみな

す。 

メ 電子管、コンデンサー、半導体素子、抵抗器等を有する絶縁変圧器の２次側の回路、整流後の回路

等にあっては、次の試験を行ったとき、その回路に接続された部品が燃焼しないこと。ただし、当該回

路に接続されている 1 の部品が燃焼した場合において他の部品が燃焼するおそれのないものにあっ
ては、この限りでない。 
（イ）電子管、表示灯等にあっては、端子相互間を短絡すること（ト（ロ）の規定に適合する場合を除く。

以下メにおいて同じ。）及びヒーター又はフィラメント端子を開放すること。 

（ロ）コンデンサー、半導体素子、抵抗器、変圧器、コイルその他これらに類するものにあっては、端子

相互間を短絡し又は開放すること。 

（ハ）（イ）及び（ロ）に掲げるものであって、金属ケースに収めたものにあっては、端子と金属ケースとの

間を短絡すること。ただし、部品内部で端子に接続された部分と金属ケースとが接触するおそれ

のないものにあっては、この限りでない。 

（ニ）（イ）、（ロ）及び（ハ）の試験において短絡又は開放したとき、次に適合すること。 

ａ アースするおそれのある非充電金属部又は露出する充電部は、次のいずれかに適合するこ

と。 

（ａ）対地電圧及び線間電圧が交流にあっては 30V以下、直流にあっては45V以下であること。 

（ｂ）1kΩの抵抗を大地との間及び線間並びに非充電金属部と充電部との間に接続したとき当

該抵抗に流れる電流は、商用周波数以上の周波数において感電の危険が生ずるおそれの

ない場合を除き、1mA 以下であること。 

ｂ 試験の後に５００ボルト絶縁抵抗計により測定した充電部（対地電圧及び線間電圧が交流に

あっては 30V 以下、直流にあっては 45V 以下のもの並びに1kΩの抵抗を大地との間及び線

間に接続した場合に当該抵抗に流れる電流が 1mA 以下（商用周波数以上の周波数におい

て、感電の危険が生ずるおそれのない場合は、1mA 以下であることを要しない。）のものを除

く。）と器体の表面との間の絶縁抵抗は、0.1MΩ以上であること。 

ミ 電池を使用するものにあっては、次に適合すること。 
（イ）電池の液漏れにより変形、絶縁劣化等の変質が生じないこと。 

（ロ）充電式のものにあっては、電池を十分に放電した後、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に

等しい電圧を定格充電時間の 2 倍の時間又は 24 時間のうちいずれか長い時間加え、この間に

おいて、液漏れその他の異状が生じないこと。 

シ 定格入力電圧又は定格周波数を切り換える機構を有する二重定格のものにあっては、次に適合する

こと。 
（イ）切り換えられている電圧及び周波数が容易に識別できること。ただし、自動的に切り換える機構を



Ⅴ-8(1)-20 

 

有するものにあっては、この限りでない。 

（ロ）不用意な切り換えができない構造であること。 

（ハ）電圧及び周波数を誤って切り換えたとき並びに機能が失われたとき、危険が生ずるおそれのな

いものであること。 

「危険が生ずるおそれのない」とは、切り換え機構の機能を失わせた状態で各部の温度上昇が

ほぼ一定となるまで（過負荷保護装置又は温度過昇防止装置が動作したときは、その時まで）連

続して動作させたとき、機器が燃焼するおそれがなく、かつ、５００ボルト絶縁抵抗計により測定し

た充電部と器体の表面との間の絶縁抵抗は、0.1MΩ以上であることをいう。 

エ 器体の内部から湯気等を生ずるものにあっては、器体に附属するスイッチ、接続器、コード等に通常

の使用状態において湯気等により生ずるしずくがかかるおそれのない構造であること。ただし、それら

の部分が防水構造その他感電、火災等の危険が生ずるおそれのない構造のものにあっては、この限

りでない。 
「危険が生ずるおそれのない構造」とは、しずくが、表示灯、操作用つまみ、開閉機構、接続器等の

充電部に浸入するおそれのない構造のものをいい、0.5%（質量%）の塩化アンモニウム水溶液に試験品

を2秒間浸した後、その機器の定格で1分間運転する操作を、10 回繰り返したとき、短絡、発火、炭化

等の危険な状態が生じない場合は、「危険が生ずるおそれのない構造」とみなす。 

ヒ 器具の電装部近傍に充てんする保温材、断熱材等は、難燃性のものであること。ただし、保温材、断

熱材等が燃焼した場合において感電、火災等の危険が生ずるおそれのないものにあっては、この限り

でない。 
なお、この場合の用語の定義は次による。 

(イ) 「難燃性のもの」とは次のものをいう。 

ａ 次の試験を行ったときこれに適合するもの 

（ａ）試験片 

ⅰ 試験片は、電装部に面する側の密度がほぼ均一な箇所から次に示す寸法に切り取る。ただ

し、厚さについて次の寸法がとれないものは、原寸法とする。 

巾 ：50 ㎜±1 ㎜ 

長さ：150 ㎜±1 ㎜ 

厚さ：13 ㎜±1㎜ 

ⅱ 試験片は、2 個とする。 

（ｂ）試験装置 

ⅰ 試験装置は、次のとおりとする。 

線   径：0.8 ㎜ 

網目の寸法：6.4 ㎜ 

網の寸法：76×216 ㎜ 
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ⅱ 試験室は、無風状態であること。 

（ｃ）試験方法 

ⅰ 金網は、水平に支持する。 

ⅱ 青色炎が約38㎜になるように調整し、その炎が金網の直角に曲げた部分の垂直断面と同一

ラインになるようにバーナーを置く。この場合において、バーナーの上端と金網との距離は、13

㎜とする。 

ⅲ 試験片は、電装部に面する側を下にし、垂直に折り曲げた金網の面に接して置く。 

なお、変形した試験片にあっては、炎のあたる位置に最も近づけて置く。 

ⅳ 「ガス」は、JIS K 2240（1980）「液化石油ガス（LPガス）」で定める 1種 1 号を使用する。 

ⅴ 炎は、1 分間試験片にあてる。 

（ｄ）判定基準 

試験片が燃えつきず、残炎時間が10 秒以下であること。 

ｂ 発熱線に難燃性の絶縁物を被覆した発熱体の近傍にある非難燃性のもの 

ｃ 電装部が配線の結合部の場合にあっては、当該部分に難燃性のコード及びコネクターを使

用するものの近傍にある非難燃性のもの 

ｄ 電装部が開閉機構部の場合であってピンを有するものの場合にあっては、ピンに 100N の力

を100回加えたとき、接続部が緩まず、かつ、この試験の直後に各部の温度上昇が一定となる

まで連続して通電したとき、接続部の温度上昇が5K以下であるものの近傍にある非難燃性の

もの 

(ロ) 「危険が生ずるおそれのないもの」とは、保温材、断熱材等以外の部品、材料等に延焼するおそ

れがなく、かつ、５００ボルト絶縁抵抗計により測定した充電部とアースするおそれのある非充電

金属部との間の絶縁抵抗が0.1MΩ以上であるものの場合をいう。 

モ 電熱器具であって、器体と電源電線とを接続する接続器を有するものにあっては、その接続器は、次

に適合すること。 
（イ）刃及び刃受けの寸法は、この表に特別に規定するものを除き、JIS C 8303「配線用差込接続器」

又は JIS C 8358「電気器具用差込接続器」に示された寸法以上のものであること。ただし、接続器
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の定格電流が 3A 以下のものであって、その構造上接続器を小形にすることがやむを得ないもの

にあっては、この限りでない。 

（ロ）刃及び刃受けのかん合部は、すり割り形又はこれと同等以上の弾性を有する構造であること。 

（ハ）さし込み刃受けを有する接続部分は、この表に特別に規定するものを除き、150℃±3℃の空気

中に 1 時間放置した後に自然に冷却したとき、各部にゆるみ、ふくれ、ひび、割れ、変形その他

の異状が生じないこと。 

（ニ）別表第四附表第二１の開閉試験に適合すること。この場合において、開閉回数は 10,000 回とし、

最初の 5,000 回は電熱器具の定格電流を通じ、後の 5,000 回は器具の始動電流を通じるものと

する。 

セ 電熱器具であって、外かくの外面にガラスを使用したのぞき窓を有するものにあっては、通常の使用

状態において約10℃の水200 ㎝ 3をガラス面にかけたとき、ガラスが割れて脱落しないこと。 

ス 水蒸気により加圧した状態で使用するものにあっては、この表に特別に規定するものを除き、圧力安

全弁を有し、かつ、次に適合すること。 

（イ）容器内に水を入れ、定格電圧に等しい電圧を連続して加えて容器を加圧したとき、圧力安全弁

が確実に動作し、感電、火災等の危険が生ずるおそれのないこと。 

（ロ）（イ）に掲げる状態において圧力安全弁を拘束したとき、感電、火災等の危険が生ずるおそれの

ないこと。 

ン 電源端子に流れる電流が 10A 以上の機器（浴室に設置する電気乾燥機を除く。）であって、直接電
源に接続される口出し線（より線のものに限る。）を有するものにあっては、当該口出し線は、次のいず

れかに適合すること。 
（イ）機器内又は機器に取り付けられた適切な仕切り空間に収まる構造であること。 

（ロ）先端に棒状の端子をかしめてあり、差し込み接続器に接続できる構造であること。 

（ハ）当該口出し線を電源に接続するための適切な空間を有する箱を指定すること。 

イイ 電熱器具であって、かつ、消費電力を調整するために電源に接続する整流器を並列接続している

ものにあっては、次に適合すること。 
（イ）1 の整流器が主回路の電流以上の定格容量を有しており、並列接続された整流器は、同一仕様

のものであること。 

（ロ）並列に接続された整流器の一方を切り離した状態で並列に接続された整流器の一方を切り離し

た状態でも、過度の温度上昇がないこと。 

 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する構造について規定するものである。 

２．本項において， 

1 次の図例において、  印のプラグの寸法が別表第四６(1)ニ(ﾎ)ａに掲げる寸法に等しい場合及び   印

の形状がオス状のものにあっては、「通常の使用状態において危険が生ずるおそれ」があるものとみな
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す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 人体検知センサー付きの機器であって、次に掲げるものは、「危険が生ずるおそれ」があるものとみなす。

この場合において、人体検知センサー付きの機器とは、センサーにより電源回路を入、切する機構を有す

るものであって、人体から発生する赤外線を検知して動作するもの及び超音波を本体から発生して、本体

と人体との距離の変位を検知して動作するもの並びにこれらに類するものをいう。 

(1) 手動で電源を開路できる機構を有しないもの（照明器具を除く。） 

(2) 短時間定格のもの 

(3) 不特定機器への接続機構を有するもの 

(4) 動作状態を示す表示装置を本体又は操作部の容易に見やすい箇所に有しないもの（機器の動作状

態が容易に判断できるものは除く。） 

(5) 不意の動作により、傷害の危険が生じるおそれのあるもの 

(6) 吸気口又は排気口を有するものであって、これらを塞いで運転したとき、感電、火災及び傷害の危険

が生じるおそれのあるもの 

(7) 可動部（首振り機構等）を有するものであって、これを拘束したとき、感電、火災及び傷害の危険が生

じるおそれのあるもの 
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(8) 転倒するおそれのあるものにあっては、転倒した状態で通電したとき、感電、火災及び傷害の危険が

生じるおそれのあるもの 

(9) 屋外用及び天井取付け型以外のものにあっては、二枚に重ねた毛布により、その全面を覆い、運転

したとき、感電、火災及び傷害の危険が生じるおそれのあるもの 

3 定格電圧が 100V系機器であって、JIS C 8303（1983）「配線用差込接続器」で定めるＴ形250V20A の差

込みプラグを有するものは「危険が生ずるおそれ」があるものとみなす。 

4 ２以上の電源入力を有する機器であって、任意の電源が遮断したとき、感電、火災及び傷害を生ずるお

それがなく、かつ、電源プラグを有するものにあっては、任意の電源プラグを抜き、刃に触れたとき感電の

おそれがないものは、「危険が生ずるおそれ」がないものとみなす。 

5 器体外に電源電線の分岐点があり、裂けて広がらないように保護処理を施したものは、「組立てが良好」

とみなす。 

6 平常温度上昇試験において過負荷保護装置、温度過昇防止装置等が動作する場合にあっては、「動作

が円滑」とはみなさない。 

３．ロ項において， 

1 別表第四１(2)ロの解釈１（イ）に同じである。 

2 「危険が生ずるおそれのないもの」とは、音声を利用した遠隔操作機構を有する屋内用の機器で遠隔操

作により閉路できる容量が300W 以下であって、次に掲げるものをいう。 

(1) 電気スタンド 

(2) 家庭用つり下げ型蛍光灯器具 

(3) ハンドランプ 

(4) 白熱電灯器具 

(5) 放電灯器具 

(6) 庭園灯器具 

(7) 装飾用電灯器具 

(8) ラジオ受信機、テープレコーダー、レコードプレーヤー、その他の音響機器 

(9) 電灯付家具 

４．ハ項において， 

1 「通常の使用状態」とは、機器を普通取り扱われる状態に設置し、電源に接続した状態及び表示された

定格で機器を運転した状態をいう。この場合において、高さを調節できるものは最高の位置とし、角度を

調節できるものはその調節できる角度（通常使用されない角度を除く。）のうちの最も不安定な位置とし、

使用者により液体を満たす器具は、定格容量以内の最も不安定な液量とし、扉を開閉できるものは扉を

開きふたを開閉できるものはふたを開く等の方法により機器として最も不安定な状態とする。ただし、器体

を設置する場合に水平に保つために調節する装置は水平に保って行う。 

2 「傾斜させたとき」とは、試験品を試験台の上に置き、試験台を規定の角度に傾けることをいう。この場合

において、滑るおそれのあるものは滑り止めを施し、キャスター付きのものはキャスターを固定し、固定装

置（吸盤を除く。）を有するものは固定した状態とする。 
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3 「危険」とは、感電、火災及び傷害をいう。 

4 「電熱装置を有する電動力応用機械器具」とは、電熱を主目的として使用するものをいい、保温用電熱

装置（例えば、バタコンヒーター）を有する電気冷蔵庫等は含まない。 

５．ニ項の，「造営材」とは、天井、壁、床、柱、棚及びそれらのはめ込み部等をいう。 

６．ホ項の，「アークが達するおそれのある部分」とは、アークによるふくれ、焼け焦げその他の変質を生ずるお

それのある部分をいう。 

７．ヘ項において， 

1 「容易に取り外すことができる」とは、ドライバー、スパナー等の工具、保守点検専用の鍵及び硬貨（以下

別表第八においてこれらを「工具」という。）を用いないことをいう。ただし、保守点検専用以外の鍵は、工

具とはみなさない。 

2 ヘ項において，充電部露出の防止を兼ねているつまみであって、外部より単純に差し込まれただけのも

のは「容易に取り外すことができる部分」に含める。 

3 ヘ項において，次に適合するものは、「容易に取り外すことができる部分」とはみなさない。 

(1) トースターの裏ぶたで蝶番（工具を用いずに取り外せるものを除く。）のついたものの掛金及び発電機

のブラシホルダーカバーの掛金 

(2) 据置き形の器具及び壁、天井等に取り付けられる器具であって、工具を用いずに取り外せるねじを４

本以上使用して固定した部分で、これらのねじ全部を取り除かなければ取り外せない部分 

(3) はんだごて、投込み湯沸器等であって、止めねじ等を用いてあるねじ込み式の柄又は端子カバー 

(4) 保安管理専門者が管理する、道路その他屋外施設に取り付けられる照明器具及び工場、倉庫等の

屋内高所に取り付けられる照明器具であって、通常の振動、衝撃等により脱落するおそれのないカバ

ー、グローブ等 

(5) 非常用照明器具、停電灯器具及びFL40 以上のランプを使用する照明器具（これらのうち、天井に直

接取り付けるか又は２種金属製線樋等を使用して直接取り付けるものに限る。）であって、通常の振動、

衝撃等により脱落するおそれのない反射板及び側板 

(6) カバー付ナイフスイッチ及びカバースイッチの容易に取り外すことのできるカバーに取り外さない旨の

表示があるもの 

4 「取り外した状態」には、次の状態を含む。 

(1) 容易に取り外すことのできるヒューズホルダーのキャップ又はカバーを外したとき、ヒューズがキャップ

又はカバーと共に外れる構造のものは、その状態 

(2) インターロックスイッチを有するものであって、試験指によりインターロックスイッチが閉路し、回路が通

電状態となるものは、その状態 

(3) 専用脚（専用台を含む。）を取り外したとき使用できるものにあっては、その状態 

5 壁等に取り付けるものであって、器具に電線貫通孔（ノックアウト式のものを含む。以下８において同じ。）

を有する場合は、直径が 1.6mm のビニル絶縁電線若しくはこれと同等のもの又は実際に使用される電線

が機器に表示されているものにあっては、その電線を取り付けた状態（電線貫通孔を２以上有するものに

あっては、任意の電線貫通孔に電線を取り付けた状態）で試験を行う。 



Ⅴ-8(1)-26 

 

８．ヘ項(ｲ)において， 

1 「取り付けた状態」とは、組み込み形のものにあっては、専用の取付け箱等に取り付けることをいう。 

2 次に掲げる部分は、「容易に人が触れるおそれのない取付け面」とみなす。 

(1) 壁、天井等の人が触れるおそれのない場所に取り付けられる器具の裏面等 

(2) 扇風機等の電動機のプロペラ側で人が触れにくい部分にある含浸したコイル 

3 電気冷房機、電気冷水機等においてついては、室内連絡配管、連絡配線等は通常の使用状態に取り

付けた状態で試験を行う。 

９．ヘ項(ﾊ)において，外部アンテナ端子、スピーカー端子、イヤホーンジャック、その他これらに類する微少信

号入出力端子等及びロッドアンテナ、ピックアップ等は、「充電部を露出して使用することがやむをえな

い」部分とみなす。 

１０．ヘ項(ﾆ)の，「赤熱する発熱体」とは、通常の使用状態で目視したとき、通電中であることがわかる程度に

赤熱し、その一部又は全部が外から見える発熱体をいい、端子部又はリード線は含まない。この場合に

おいて、電気こんろ等の同一熱板内、電気ストーブ、電気トースター等の同一容器内に赤熱する発熱体

があって、消費電力等を切り換えたときに赤熱しない部分があっても全体として「赤熱する発熱体」とみな

す。 

１１．ヘ項(ﾎ)の，「露出する充電部」とは、高周波ウエルダーの電極、治療器の刺激電極、電気さく用電源装

置の出力側端子等をいう。 

１２．ト項において， 

1 「空間距離」とは、空気を介する部分の最短距離（の和）をいい、「沿面距離」とは、絶縁物表面に沿った

最短距離（の和）をいう。 

2 「空間距離（沿面距離を含む。）」の測定方法は、次の図例によるものとし、スイッチの可動片、可動金属

部等はその可動範囲内のあらゆる位置で測定するものとする。なお、図例中Ｇは空間距離、Ｌは沿面距

離、Ａ及びＢは充電部又はアースするおそれのある非充電金属部、Ｅはアースするおそれのない非充電

金属部をそれぞれ示す。ただし、電圧が300V を超える場合に限り、次の図例の 1mmは附表第二におい

て空間距離の規定値の 1/3 とするものとする。 

 

 

(1)  

 

 

L=a＋b＋c＋d＋e····························· (c≧1mm) 

L=a＋c＋e········································· (c＜1mm) 

G=a＋c＋e 

(2)   

L=a＋b＋c ········································ (c≧1mm) 

L=a＋(b−T)＋c ································· (c＜1mm) 

G=a＋e又は a＋gのいずれか小さい方 
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(3)   

L=a＋2b＋c＋e················· (a≧1mm, e≧1mm) 

L=a＋2(b−T)＋c＋e ········· (a＜1mm, e＜1mm) 

L=a＋b＋(b−T)＋c＋e ····· (a≧1mm, e＜1mm) 

G=g1＋c＋g2 ···········································(b＞T) 

G=a＋c＋e···············································(b≦T) 

(4)  

 

 

L=G 

G=a＋e······························ (a≧1mm, e≧1mm) 

G=a···················································· (e＜1mm) 

G=e···················································· (a＜1mm) 

(5)  

 

 

L=a＋c＋e·········································· (f≧1mm) 

L=a＋e＋2f又は a＋c＋eのいずれか小さい

方························································ (f＜1mm) 

G=a＋e······························ (a≧1mm, e≧1mm) 

G=a···················································· (e＜1mm) 

G=e···················································· (a＜1mm)  

(6)  

 

 

L=G 

L=a＋b＋c＋d＋e 

(絶縁物の接合部は単純な突き合わせである )  

3 絶縁物の単純なつき合わせ面の「空間距離（沿面距離を含む。）」は、つき合わせ面に沿って測定する。

この場合において、次のものは単純なつき合わせ面に含めない。 

(1) 接着剤で接着しているもの 

(2) 変圧器の層間紙等であって、巻枠に十分密着しているもの 

4 絶縁変圧器以外のものを用いて電圧降下をさせている充電部の電圧は、極性が異なる充電部相互間に

あってはその電圧とし、充電部とその他の部分間にあっては入力電圧とする 

5 機能を発揮するために設ける特殊目的をもった放電ギャップ等の電極間には、「空間距離（沿面距離を

含む。）」の規定は適用しない。 

6 次の箇所の閉路したとき同極となり開路したとき異極となる部分の極間には、空間距離（沿面距離を含
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む。）の規定は適用しない。 

(1) 点滅器、開閉器（開放ナイフスイッチを除く。）、サーモスタット等の遮断距離及び開閉接触部の近傍 

図例を次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 漏電引外し（動作）テスト装置の遮断距離及び開閉接触部の近傍 

7 「人が触れるおそれのある」とは、試験指が触れることをいう。（以下別表第八において同じ。） 

8 機器に使用されるスイッチ、ボリューム等で金属製の軸についているつまみが工具を用いずに 30N の引

抜き力又は 0.3Nm のねじり力で外れるものにあっては、軸と充電部間に当該「空間距離（沿面距離を含

む。）」の規定を適用する。 

9 絶縁変圧器の２次側の回路の充電部であって構造上やむを得ず露出しているもの（出力側電線の取付

け部を除く。）にあっては、その露出している充電部と１次側の回路との「空間距離（沿面距離を含む。）」

を測定するときは、附表第二において、充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間及び充電

部と人が触れるおそれのある非金属部の表面との間の欄を適用し、露出している充電部と２次側の回路

の他の充電部との「空間距離（沿面距離を含む。）」を測定するときは、附表第二において、極性が異なる

充電部間の欄を適用する。 

10 点滅器、開閉器等の「極性が異なる充電部相互間」の空間距離（沿面距離を含む。）の測定は、次の図

三次文書に例１はなかったものの，抜けの
指摘があり追加。 
本図が必要かどうか，お知らせ下さい。 
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例による。 
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11 ヒューズ、サーキットブレーカー等の保護装置が動作したとき異極となる部分の｢空間距離（沿面距離を

含む。）｣は、それらが開路したときの電圧の区分により附表第二に掲げる値（温度ヒューズにあっては、別

表第四１(3)チ(ﾊ)に規定する値）を適用する。ただし、絶縁変圧器の２次側の回路等に使用されているも

のであって、当該保護装置を短絡した状態で別表第八１(2)ト(ﾛ)及びメの規定に適合するものにあっては、

この限りでない。 

１３．ト項(ｲ)の，｢その他の電極間に電圧を加えて集じん、殺虫等を行う機器｣の｢等を行う機器｣とは、治療器、

複写機等をいい、｢電極の部分｣には、電極の取付け部を含む。 

１４．ト項(ﾛ)c(a)の，「対地電圧及び線間電圧」とは、使用中に継続的に発生する電圧又は無負荷の電圧のう

ちいずれか高いものをいう。（以下別表第八において同じ。） 

１５．ト項(ﾛ)d の，「ａの試験の後」の「後」とは、試験後約２分を経過した時をいう。 

１６．ト項表の，「絶縁被膜」には、プリント基板のコーティングを含む。 

１７．リ項において， 

1 端子金具等を固定する場合であって、次に適合するものにあっては、「緩み」を生ずるおそれがないとみ

なす。 

(1) ねじ又はリベットで２箇所以上で止めたもの 

(2) 回り止めのボッチ、溝、土手等を設け固定したもの 

(3) E26 未満の受金を有するものの中心接触片が回転しても電線接続端子が回らないもの 

2 次に適合するものは、「緩みが生ぜず、かつ、温度に耐える」とみなす。この場合において、100℃以上の

部分の接続にあっては、(7)及び(8)以外の方法によること。 

(1) 合成樹脂を介して締め付け、かしめ等により接続するもの（平形導体合成樹脂絶縁電線と充電部との

接続部を除く。）の合成樹脂にあっては、附属の表の左欄に掲げる絶縁物の種類ごとに同表の右欄

に掲げる使用温度の上限値以下で使用されるものであって、かつ、次に適合するもの 

イ 熱硬化性樹脂のもの 

ロ バネ、座金等の金属弾性体で歪みを補う処置を施した熱可塑性樹脂のもの。この場合において、

最大電流が１A 以下の部分に使用するものに限る。 

(2) ねじ止めの場合は、金属の機械ねじ（JIS B 1115（1988）「すりわり付きタッピンねじ」、JIS B 1122

（1988）「十字穴付きタッピンねじ」及び JIS B 1123（1988）「六角タッピンねじ」で規定する３種のタッピ

ンねじを含む。）により、その材料は、亜鉛、アルミニウム等の軟らかなものでなく、かつ、かん合する有

効ねじ山は、ねじ込まれる部分の材料が、金属の場合には２山以上、合成樹脂の場合には５山以上

のものであって、次によるもの 

イ 頭部で締め付けるもの（ボルトナットによるものを含む。）。この場合において、より線を接続するも

のにあっては、より線が導体外径の 1/4 以上はみ出さず（座金を用いても良い。）、内部配線（部品

のリード線を含む。以下２及び３において同じ。）をより合わせて環状にして接続するものにあっては

ねじ頭からはみ出さないこと。 

ロ 引締め型端子又は押し締め型端子によるもの。この場合において、より線を接続するものにあって

は、端子から導体がはみ出さないこと。 
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ハ 圧着端子（取り付けられる電線に適合した大きさであること。）を用いて接続しているもの 

(3) 整流子電動機の外郭に熱硬化性樹脂のブラシキャップを止めるためのねじであって、かん合する有

効ねじ山が、ねじ込まれる部分の材料が金属の場合には３山以上、合成樹脂の場合には５山以上で

あるもの 

(4) かしめ又は溶接によるもの 

(5) スリーブ等を用いてそれを圧着してあるもの 

(6) 平形接続端子（ファストン端子）、速結端子（スプリング式ねじなし端子）等によるもの。この場合におい

て、これらの端子は、取り付けられる電線に適合した大きさであること。 

(7) ねじ込み式の閉端接続子（傘型コネクター）であって、絶縁テープ、スプリング等を用いて緩み止めを

施したもの 

(8) ラッピング接続であって、電線が重なることなく16 箇所以上密着し、端子の角に20箇所以上接触して

おり、かつ、巻き付けてある線全体を端子の軸方向に 30N の力で引張ったとき、その線が抜けないも

の。ただし、微小電流回路（100mA 以下とする。）で発熱するおそれのない回路又は表示回路等であ

って、30N の力で外れた場合にその部分に２Ｎの力を加えて移動させたとき、別表第八１(2)ヌ(ｲ)、(ﾛ)

及び(ﾊ)に適合し、かつ、充電部露出、短絡、誤接続等による危険が生ずるおそれのないものにあっ

ては、この限りでない。 

3 次に掲げる部分は「緩みが生ぜず、かつ、温度に耐える」とはみなさない。 

(1) 内部配線相互又は端子と内部配線を機械的にからげただけの部分（２(8)のものを除く。） 

(2) アルミニウムとアルミニウム以外のものとを接続するものにあっては、その接続部を空気から遮断する

電食防止対策、熱サイクルによるアルミニウムのクリープ防止加工等を施していないもの。ただし、電

球類口金の部分は除く。 

4 はんだ付けのみに依存しないように機器用インレットそのものを固定したものは、「機械的応力が加わら

ない構造」とみなす。 

１８．ヌ項において， 

1 「器体の内部の配線」には、電源電線等の器体内部の部分を含む。 

2 器具間を接続する電線及び機能上やむを得ず外部に露出する電線であって、その露出する長さが

80mm 以下のものは、「器体の内部の配線」とみなす。 

１９．ヌ項(ｲ)において， 

1 内部の配線をまとめて固定したものにあっては、その状態で「２N の力」を加えるものとし、固定が確実で

ないものにあっては、各々に「２N の力」を加える（以下別表第八１(2)ヌにおいて同じ。）。 

2 照明器具のソケットに接続された内部の配線は、ランプをソケットに装着した状態で「２N の力」を加えるも

のとする（以下別表第八１(2)ヌにおいて同じ。）。 

3 次の場合は、「異状が生ずるおそれ」があるものとみなす。 

(1) ２N の力を取り去っても、その配線の絶縁物の種類ごとに附属の表に掲げる値を超える部分に接触し

ている場合 

(2) ２N の力を加えている間だけ、その配線の絶縁物の種類ごとに附属の表に掲げる温度に 40℃を加え



Ⅴ-8(1)-32 

 

た値を超える部分に接触している場合 

２０．ヌ項(ﾛ)の， 

1 「可動部に接触するおそれのない」とは、可動部近傍の内部配線をまとめて外郭内側に固定する等、可

動部に触れるおそれのないように処理してあることをいう。 

2 「危険」とは、感電、火災及び傷害をいう。 

3 カバー付ミニチュアリレー、サーモスタットの内部の配線であって、被覆が 0.3mm 以上の厚さを有するも

のは「危険が生ずるおそれのない」ものとみなす。 

２１．ヌ項(ﾊ)において，被覆を二重にした電線の場合であって２の試験を行ったとき、この電線の内部被覆に

傷が達しない場合は、「危険が生ずるおそれのない場合」とみなす。 

２２．ヌ項(ﾆ)において， 

1 「５N の力」は５回の抜き差し後に加える。 

2 レコードプレーヤーのカートリッジの接続部分は器体の内部の「接続器」とはみなさない。 

２３．ヌ項(ﾎ)において， 

1 設置時にのみ、その位置、高さ、方向等を調整する器具にあっては、「可動する部分に接続するもの」に

は含まない。 

2 「危険が生ずるおそれのない」には、別表第八１(2)ト(ﾛ)及びメの規定に適合するもの、若しくは JIS C 

9335-1(2003) 家庭用及びこれに類する電気機器の安全性―第1部：一般要求事項の19.11.1 に規定す

る 15W以下の電力が供給される小電力回路（以下「小電力回路」という。）であって、感電に関する保護を

内部配線の基礎絶縁だけに依存しない絶縁構造を有するものを含む。 

3 投光器や展示業務用照明器具（照射部が可動するスポットライト、ダウンライト）など、人が容易に触れる

おそれのない場所で使用され、通常の使用状態において照射方向を固定して使用する照明器具は、「使

用者等による保守、点検等の場合において屈曲を受けるもの」に含む。 

２４．ル項において， 

1 「口出し線」とは、電源用口出し線をいう。 

2 「器具間を接続する電線」には、直流電源装置の出力側の口出し線を含む。 

3 「やむを得ず器体の外部に露出する電線」には、扇風機、魚焼器、電気スタンド等のわたり線は含むもの

とする。 

4 テレビジョン受信機のロッドアンテナ又はラジオ受信機のバーアンテナに至る器体の外面にほぼ密着さ

せて短距離配線されるものその他これらに類する配線は、「やむをえず器体の外部に露出する電線」とは

みなさない。 

5 「面取りその他の適当な保護加工」とは、半径2mm以上の面取り又はカールすることをいう。 

２５．ヲ項において， 

1 電源電線等が接続されていないものは、適合電線を接続して行う。 

2 器具間を接続する電線及び機能上やむを得ず外部に露出する電線であって、その露出する長さが

80mm 以下のものは、「電源電線等」とはみなさない。 

3 冷蔵庫の背面にほぼ密着させて適切に固定した配線、レコードプレーヤー等の出力信号線、テレビジョ
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ン受信機のロッドアンテナ又はラジオ受信機のバーアンテナに至る器体外面にほぼ密着させて短距離配

線されるものその他これに類する配線は、「固定して使用するもの」とみなす。 

4 「張力を連続して15秒間加えたとき」とは、徐々に張力を加え規定値となった後15秒間保持することをい

う。 

２６．ヨ項の，「水を使用するもの」には、水を吸い込むものを含む。 

２７．タ項の，「防湿処理」とは、絶縁性防湿含浸剤の含浸、塗布等の処理をいう。 

２８．レ項において， 

1 電熱装置又は電動機若しくは電磁振動器を複数個有するものにあっては、それらの個々のいずれをも

保護できる温度過昇防止装置又は過負荷保護装置を取り付けてあること。 

2 「通常の使用状態において動作しない」とは、平常温度上昇試験で動作しないことをいう。 

２９．ソ項において， 

1 「定格電圧」とは、入力電源の線間電圧をいう。 

2 「アース線」には、水中用ポンプ、電動工具及び任意にアース機構を設ける機器にあっては、多心のコー

ド又はキャブタイヤケーブルの１線を電源プラグから 10cm 以上引き出してあるもののその電線を含む（手

持ち形の電動工具にあっては、その電線の先端にクリップを取り付けてあること。）。 

３０．ツ項(ｲ)において，器体の内部のアース用口出し線の接続部には、張力が加わらないこと。この場合にお

いて、張力が加わらないこととは、別表第八１(2)ヲの電源電線等に規定する事項に準じる。 

３１．ツ項(ﾆ)ａにおいて，アース回路以外の配線に緑と黄色の配色を施した電線を使わないこと。 

３２．ツ項(ﾎ)b において，定格電流が15A以下の機器の内部に使用する端子ねじの呼び径は、3.5mm 以上と

することができる。 

３３．ネ項において， 

1 「通常の使用状態において電動機の回転が妨げられない構造」とは、器体の内部の部品等により容易に

回転子が拘束されないこと及び器体の外部から手、足等により容易に拘束できない構造であることをい

う。 

2 「危険」とは、火災、感電及び傷害をいう。 

３４．ナ項において， 

1 次に掲げるものは、「人が触れるおそれのある可動部分」とはみなさない。 

(1) 機器に取り付けられているものであって、床面より 1.8m 以上の高さにある可動部 

(2) 構造上天井取付け型専用とみなせるものの可動部 

(3) 卓上型又は床上型のものの外郭の裏面又は底面の開口部から内側に向かって開口の短径の２倍の

長さ以上奥の位置にある可動部 

(4) 器体の質量が 40kg を超えるものであって、器体の外縁から床面までの高さの２倍の距離以上外縁か

ら奥にある次に示す底面の可動部 
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2 次に適合するものは、「傷害等の危険が生ずるおそれのないもの」とみなす。 

(1) 扇風機、換気扇、送風機（エアーカーテン）及びサーキュレーター 

イ 回転が目視により容易に判別でき、かつ、触れた場合に危険である旨の表示が見やすい箇所にあ

るものにあっては、保護枠又は保護網の間隔が25mm 以下であるもの 

ロ 高所取付け用の表示があるものであって、かつ、触れた場合に危険である旨の表示が見やすい箇

所にあるもの 

 

換気扇及びサーキュレーターの例示 

壁等の高所に取り付けるもの 

 

（備考）表示の大きさ（面積）は、約3cm2以上とし、本体外面の見やすい箇所に表示すること。 

 

ハ 次のようなラベルが見やすい箇所に貼り付けてある場合は、危険である旨の表示とみなす。 

(ｲ) 扇風機の例示（羽根に貼る場合にあっては、羽根の前面及び背面に各１箇所） 
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（備考）ラベルの色は、目立ちやすい色であること。 

 

(ﾛ) 換気扇及びサーキュレーターの例示（機器の表面の見やすい箇所） 

 

（備考）ラベルの色は、目立ちやすい色であること。 

 

(2) ファンの公称直径が 15cm以下のシロッコファン（クロスフローファン） 

 

3 機器に組み込まれた自動復帰形温度過昇防止装置又は自動復帰形過負荷保護装置が復帰する等の

予期しない閉路により可動部が動作し、危険が生ずるものにあっては、「傷害等の危険が生ずるおそれの

ないもの」とはみなさない。 

 

３５．ラ項において，次の場合は、「器体の一部を取り付け、又は取りはずすもの」とみなす。 
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(1) バッテリーの交換 

(2) 外部端子への外部からの接続 

(3) 使用者により交換可能と考えられる構成部品及び器体の一部であって製造者が使用者にその交換を

期待しているもの。 

３６．ラ項(ｲ)において， 

1 「動作が容易」には、ドライバーを使用することにより取り付け又は取り外しのできるものを含む。 

2 別表第八１(2)ラの解釈にの解説35 に掲げるものを取り付け又は取り外しているとき火災、感電及び傷害

が生ずるおそれのある場合は、「安全」とはみなさない。ただし、取り付け又は取り外すものが工具を用い

ずには開けられないキャビネット、カバー等により保護されている場合は、「安全」であるとみなす。 

３７．ラ項(ﾛ)において，照明用の電球、放電管等の近傍又は外郭の見やすい箇所に適用ランプの種類及び

定格電圧（放電ランプを除く。）の表示を付してあるものは、「取換え」が確実にできるものとみなす。 

３８．ウ項において， 

1 「スイッチ」とは、使用者が操作するものをいい、工具を用いずに開けることのできるとびら、ふた等の内部

にあるものを含む。 

2 「文字」とは、ON－OFF、入切、点滅、機器の動作を示す文字（例えば、PLAY,REWIND）等の一般に理

解できるものをいう。 

3 「記号」とは、ボッチ、○｜等の一般に理解できるものをいう。 

  
4 「色」による表示（照光スイッチを含む。）は、スイッチを操作したとき、その機器の動作状態が直ちに識別

できる機器に限る。 

5 「見やすい箇所」とは、スイッチ本体の外面に出る部分又はスイッチ取付け部の器体表面若しくはスイッ

チの操作部分をいう。 

6 「表示することが困難なもの」とは、単ボタンスイッチ、引きひもスイッチ、インターロックスイッチ等をいう。

この場合において、機器の動作状態が光（表示灯を含む。）、音、風、回転等により容易に識別できるこ

と。 

7 スイッチのつまみは、30N の力で取り外せないこと。ただし、取り付けるときに誤接続するおそれのないも

の、あるいは、誤接続しても火災、感電又は傷害の危険が生ずるおそれのない機能スイッチにあっては、

この限りでない。 
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３９．ヰ項(ﾊ)において， 

1 「傾斜」とは、通常定置して使用するものにあっては、60°まで傾斜させることをいう。 

2 「危険が生ずるおそれのある電流」とは、1mA を超える電流をいう。 

４０．ノ項(ｲ)にあってはおいては，別表第六１(2)の解説１９を準用する。ツ(ｲ)の解釈に同じ。 

４１．オ項(ｲ)b の，「容易に動かない」とは、熱板式発熱体にあっては、通電時無通電時を問わず器体を逆さに

したとき、器体から熱板が、熱板から発熱線がそれぞれ離脱しないことをいう。 

４２．オ項(ｲ)c の，「断線した場合に、人が容易に触れるおそれのある非充電金属部又はこれと電気的に接続

している非充電金属部に触れるおそれのないように取り付けてある」とは、任意の点で発熱線を切断したと

き、発熱線が金属部に触れるおそれがないように確実に保持するか又は金属部に耐熱性絶縁物による裏

打ちを施すことをいう。 

４３．オ項(ｲ)d の，「金属製のもの」とは、発熱線を絶縁して金属製の熱板、パイプ等に埋め込んだものをいう。 

４４．ク項(ｲ)において， 

1 「完全に遮断できる」には、ヒューズが溶断したときの垂れ下り等により、短絡及び地絡のおそれがないこ

とを含む。 

2 異常温度上昇試験中に溶断しないものにあっては、強制的に溶断させるものとする。 

４５．マ項において， 

1 「その銘板」とは、器具の銘板又は結線表示板等をいい、ヒューズ自体の表示は、銘板表示とはみなさな

い。なお、多数個のヒューズを有する場合は、まぎらわしくないように表示しなければならない。 

2 「取り換えることができないヒューズ」とは、修理において発見できない箇所にあるヒューズ又は器体若しく

は部品を破壊しなければ取り出せないヒューズをいう。 

3 はんだ付けをした糸状ヒューズ、ばね作用をする部分を低融点合金で保持したヒューズ、リード線付きの

筒状ヒューズでリード線をはんだ付けしたヒューズ等であって、修理において発見しやすい箇所にあるヒュ

ーズは、「取り換えることができないヒューズ」とはみなさない。 

４６．ケ項において， 

1 広告灯、庭園灯、遊戯盤等のガラス部分は、「外郭」とみなす。 

2 次に掲げるものは、「外郭」とはみなさない。 

(1) 捕虫器、照明器具等のランプ類 

(2) ソケット類 

(3) ロースター、天火等ののぞき窓 

(4) 自重が40kg を超えるものであって、底面から床面までの距離が 5cm以下のものの底面 

(5) 据付け形のものの裏面及び底面 

(6) 映写機のスクリーン類 

(7) 充電部を含まないアクセサリー 

(8) 照明器具及び装飾用電灯器具のグローブ類 

(9) 水中で使用する観賞魚用ヒーターの外郭のガラス部分 

(10) レンズを有するもののレンズ機構のガラス部分 
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3 「危険を生ずるおそれのあるひび、割れその他の異状」には、破裂による傷害、要求された絶縁距離を滅

ずるへこみ、耐水性保護（耐湿性、防水性等が要求される機器に限る。）に悪影響を与えるような破損等

を含む。 

4 「その他これらに類するもの」には、スイッチ、コントローラー、計器、光電式自動点滅器の受光部等を含

む。 

5 「表面積」及び「突出し」の測定は、投影図法による。 

6 試験後、試験指に10N の力を加えて破損部に生じた開口から押し込んだとき、充電部に接触しないもの

は、「危険を生ずるおそれ」のないものとみなす。 

４７．フ項において， 

1 「危険」には、コントローラーを使用したときに本体に発生する危険を含む。 

2 試験後、試験指に10N の力を加えて破損部に生じた開口から押し込んだとき、充電部に接触しないもの、

破裂による傷害、要求された絶縁距離を減ずるへこみ等が生じないものは、「危険が生ずるおそれのな

い」ものとみなす。 

４８．コ項において， 

1 「温度、回転速度等」の「等」には、電流、電圧、光、音等を含む。 

2 半導体素子を短絡（半導体素子が２以上ある場合は、１素子ずつ行う。）等の異状状態を摸擬した時、当

該制御回路及びこれに接続された部品が燃焼するおそれのないときは、「燃焼するおそれがない」とみな

す。 

４９．エ項(ｲ)において， 

1 「附属したコンセント」には、自動販売機等の扉の内部にあるサービス用コンセントを含む。 

2 「外部に電力を取り出すもの」とは、当該機器以外の一般機器に給電するためのサービス用コンセントを

いう。 

５０．エ項(ﾛ)において， 

1 「スピーカーを接続する端子」には、スピーカー用である旨の表示がないものであって、スピーカーが接

続できると認められる端子を含む。 

2 「インピーダンスの値を表示」とは、一定の範囲の値を表示するものを含む。 

3 スピーカー端子を複数個有するものであって、それらを同時使用することにより接続することができるスピ

ーカーのインピーダンスが変化するものにあっては、その旨を表示すること。 

4 スピーカーのインピーダンス切換スイッチを有するものにあっては、その近傍に切換スイッチの位置に合

わせたスピーカーの「インピーダンスの値」を表示すること。 

５１．ア項(ｲ)において， 

1 電線に引き出し制限印のあるものにあっては、「引き出し、収納する操作」は、その制限印のところまで引

き出して行うものとする。この場合において、引き出し制限印は、使用者が容易に識別できること。 

2 「電源電線……収納する操作」を自動的に行うものにあっては、試験はその自動収納操作の速さで行う。 

５２．ア項(ﾛ)において，この表に記載されているものであって、異種の絶縁物を接着させるなどして物理的に

一つの完成された絶縁物となったものは、当該使用温度の上限値の低い方の値を、絶縁物の使用温度
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の上限値として扱うが、いずれか高い方の温度の絶縁物の厚さがそれ自身で基準に適合する厚さ以上で

あるときは、その高い温度の値を絶縁物の使用温度の上限値とする。 

５３．サ項において， 

1 「やむをえず器体の外部に露出する電線」であって、その両端が器体に固定されているもの（扇風機、魚

焼器、電気スタンド等のわたり線）は、この試験の対象としない。 

2 「すえ置き形のものその他これらに類するものであって、通常の使用状態において定置して使用するも

の」には、次のものを含まない。 

(1) 質量 4kg 以下のもの。ただし、その定置して使用するものに常時接続して使用する定置形の機器を

除く。 

(2) 片手持運び用のとっ手を有するもの 

(3) スタンド形の扇風機、床上形電気スタンド等 

3 ふたのあるコード収納部を有する器具は、ふたを開いた状態で試験を行う。ただし、ふたを閉じても使用

できるものにあっては、ふたを閉めそのふたからコードが出る点に貫通口が移ったものとして試験を行う。 

５４．ユ項において， 

1 次に掲げる部分にあっては、「合成樹脂の外郭」とはみなさない。 

(1) 機能上使用する合成繊維及び被膜状の部分 

(2) 電気冷暖房機等の室内外接続配管の断熱材 

2 次に掲げる部分にあっては、「透光性又は透視性を必要とするもの及び機能上可撓性、機械的強度等

を必要とするもの」とみなす。 

(1) ランプ類等のカバー（エレクトロニックフラッシュの発光窓を含む。） 

(2) スイッチ、調整器等のつまみ、器具の脚部、とっ手、フック、ヒューズホルダー 

(3) 電子式卓上計算機、電気楽器等のキー、フットペダル 

(4) アンテナ端子板、銘板 

(5) 電気掃除機、電気温風機、電気乾燥機等のホース類 

(6) 器具のアクセサリー部分 

(7) 使用時に取り外すちりよけ用のカバー 

(8) のぞき窓、表示窓並びにカセット、カートリッジ等の挿入部のふた等であって、9cm2 又は一辺が 3cm

に満たない部分 

(9) レンズを有するもののレンズ機構（器体の外部に取り付けられているものに限る。） 

(10) 防水用に設けられたパッキン 

(11) 電気冷蔵庫等の扉のパッキン及びパイプ保温材 

(12) 露出しているスピーカーの合成樹脂コーン部分 

(13) 電子レンジ等のタッチキーの操作部及びその周辺 

５５．メ項において， 

1 「その回路に接続された部品」には、変圧器（入力電源に用いるものに限る。）を有するものにあっては当

該変圧器の１次及び２次巻線、整流回路を有するものにあっては整流器（入力電源に用いるものに限
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る。）を含む。この場合において、これらのものが燃焼した場合にあっては、「一の部品が燃焼した場合に

おいて他の部品が燃焼するおそれ」があるものとみなす。 

2 試験は、使用者が工具を使用することなく交換できる保護装置にあっては、これを短絡した状態で行う。 

3 「燃焼するおそれ」には、単なる発煙、焦げ等は含まない。 

５６．メ項(ｲ)において，「短絡」又は「開放」は、一箇所ずつ行う。（以下別表第八１(2)メにおいて同じ。） 

５７．メ項(ﾛ)の，「その他これらに類するもの」には、スピーカーを含む。この場合において、スピーカー端子を

有するものにあっては、その端子にスピーカーを接続したものとして扱う。 

５８．メ項(ﾆ)において， 

1 コンデンサーの端子相互間を短絡したとき、別表第八１(2)ヘに適合しないものであって、別表第四１(3)

チに規定する試験に適合するコンデンサー（コンデンサーと抵抗とが一体となっているものの別表第四１

(3)チの絶縁抵抗の適用にあたっては、試験後抵抗値は試験前抵抗値の 50％以上変化せず、かつ、

0.1MΩ以上であること。）にあっては、「短絡」試験は適用しない。 

2 「絶縁抵抗」は、試験後約２分を経過した時に測定する。 

５９．ミ項(ﾛ)の，「電池を十分に放電」するとは、その機器の機能が維持できなくなるまで放電することをいう。 

６０．シ項(ﾛ)において，次に掲げるものは、「不用意な切り換えができない構造」のものとみなす。 

(1) ロック機構を有するもの又はピン、棒若しくは工具を使用しなければ切り換えられないもの 

(2) つまみ等の操作面が器体の外表面より外側に突き出していないもの 

(3) ふた、扉等を開けなければ切り換えられない器体の内部にあるもの 

６１．ヱ項の，「器体に附属する」ものとは、本体に組み込まれているもの又は取り付けて使用するものをいう。 

６２．ヒ項において， 

1 「電装部」とは、発熱体、配線の結合部及びスイッチその他これに類するもののカバー等で覆われていな

い開閉機構部をいう。 

2 「保温材、断熱材等」には、整流子電動機を使用しているものの整流子側開口部に面している防音材を

含み、電気毛布、電気カーペット等の絶縁物を覆う繊維質の外被は含まない。 

3 電装部より50mm以上離れて（50mm未満であっても難燃性の材料による遮へい板がある場合は、その地

点以後に）用いられる保温材、断熱材等は「近傍に充てん」しているものとはみなさない。 

６３．ン項の，「指定した箱」には、アウトレットボックスなどを含む。 

６４．イイ項(ﾛ)の解釈において，「過度の温度上昇がない」とは、個別の規定に定める平常温度上昇試験にお

いて、附表第四の整流器の温度限度を超えないことをいう。 
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（３）部品および附属品 

イ 部品または附属品の定格電圧、定格電流および許容電流は、これらに加わる最大電圧またはこれら

に流れる最大電流以上であること。 
この場合の用語の定義は別表第四１（３）イ（イ）から（ホ）による。 
ロ 電源電線等は、この表に特別に規定するものを除き、別表第六１（３）ロに規定する技術上の基準に

適合すること。ただし、金糸コードにあっては、別表第一に規定する技術上の基準又は別表第十二の

規定による技術上の基準に適合するものであって、かつ、定格電流が 0.5A 以下の電気かみそり、電
気バリカン、電気マッサージ器その他の手持ち形の軽小な器具に使用する長さが 2.5m 以下のものと
する。 

ハ アース線は、次のいずれかであること。 
（イ）直径が 1.6 ㎜の軟銅線またはこれと同等以上の強さおよび太さを有する容易に腐しょくし難い金

属線 

（ロ）断面積が1.25 ㎜ 2以上の単心コードまたは単心キャブタイヤケーブル 

（ハ）断面積が 0.75 ㎜ 2以上の 2 心コードであって、その 2 本の導体を両端でより合わせ、かつ、ろう

付けまたは圧着したもの 

（ニ）断面積が0.75 ㎜ 2以上の多心コード（より合わせコードを除く。）または多心キャブタイヤケーブル

の線心の1 

ニ ヒューズは、次に適合すること。 
（イ）可溶体の材料は、容易に変質しないものであること。 

（ロ）取付け端子の材料は、取付けに支障のない硬さであること。 

（ハ）温度ヒューズにあっては、これを水平にして恒温槽に入れ、温度を 1 分間に 1℃の割合で上昇さ

せ、温度ヒューズが溶断したとき、温度計法により測定した恒温槽内の温度の温度ヒュ一ズの定

格動作温度に対する許容差は、±10℃以内であること。 

ホ 電熱装置から発生する熱によって動作し、かつ、接点を機械的に開閉することにより温度を調節する

構造の自動温度調節器（自動復帰形温度過昇防止装置を含む。）にあっては、別表第四１（１）並び

に（２）イ、ヘ、チ、ヌ及びヲ並びに別表第四附表第四１に規定する技術上の基準に適合するほか、次

に適合すること。 
（イ）自動温度調節器が接続される回路の電圧に等しい電圧を加え、その回路の最大使用電流に等

しい電流を通じ、加熱して回路を開き冷却して回路を閉じる操作を5,000 回行ったとき、各部に異

状を生じないこと。 

（ロ）（イ）に規定する試験の前後において、恒温槽に入れ、温度を 1 分間に 1℃の割合で上昇させて

開路させた後に1分間に1℃の割合で下降させて閉路させる操作を15回行い、開路した時及び

閉路した時の温度（第1回から第5回までの操作における温度を除く。）を温度計法により測定し

たとき、次の表に適合すること。 

 

種別 許容範囲 
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開閉試験前 

自動温度調節器 

開路した時の温度の平均値と閉路した時の温度の

平均値との平均値が、その設定温度に対し設定温

度が100℃未満のものにあっては±5℃以内、100℃

以上 200℃以下のものにあっては±5%以内、200℃

を超えるものにあっては±10℃以内 

自動復帰形温度過昇

防止装置 

開路した時の温度の平均値が設定温度に対して±

15℃以内 

開閉試験後 

自動温度調節器 

開路した時の温度の平均値と閉路した時の温度の

平均値との平均値が、開閉試験前に測定したその

値に対して設定温度が100℃未満のものにあっては

±5℃以内、100℃以上のものにあっては±5%以内 

自動復帰形温度過昇

防止装置 

開路した時の温度の平均値が、開閉試験前に測定

したその値に対して設定温度が 100℃未満のものに

あっては±5℃以内、100℃以上のものにあっては±

5%以内 

 

ヘ 温度により動作する自動スイッチは、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、ヘ、チ、ヌ及びヲ並びに別表

第四附表第四１に規定する技術上の基準に適合するほか、次に適合すること。 
（イ）自動スイッチが接続される回路の電圧に等しい電圧を加え、その回路の最大使用電流に等しい

電流を通じ、加熱して回路を開く操作を 1,000 回行ったとき、各部に異状を生ぜず、かつ、温度

過昇防止用以外のものにあっては、電流を通じないで、開路及び閉路する操作をそれぞれ

4,000 回行ったとき、各部に異状を生じないこと。 

（ロ）（イ）に規定する試験の前後において、恒温槽に入れ、温度を 1 分間に 1℃の割合で上昇させて

開路させる操作を 15 回行い、開路した時の温度（第 1 回から第 5回までの操作における温度を

除く。）を温度計法により測定したとき、次の表に適合すること。 

種別 許容範囲 

開閉試

験前 

温度過昇防止

用 

開路した時の温度の平均値が設定温度に

対して±15℃以内 

その他のもの 
開路した時の温度の平均値が設定温度に

対して±10℃以内 

開閉試験後 

開路した時の温度の平均値が、開閉試験前

に測定したその値に対して設定温度が

100℃未満のものにあっては±5℃以内、 

100℃以上のものにあっては±5%以内 

 

ト 電動機操作用スイッチ（電気かみそり、電気バリカン又は電気つめみがき機に使用するものを除く。）

は、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、ヘ、チ、ヌ、ヲ、ワ、カ、ツ及びム並びに別表第四附表第四１に

規定する技術上の基準に適合するほか、次に適合すること。 
温度上昇試験において、接点材料の取り扱いは、別表第四附表第三（１）から（３）による。 

（イ）スイッチに電動機の定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を加え、そのスイッチ

に接続する電気機械器具の最大負荷電流を通じ、毎分約 20 回（タイムスイッチにあっては、約 3
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回）の割合で 5,000 回（タイムスイッチにあっては、1,000 回）開閉操作を行ったとき、各部に異状

を生じないこと。この場合において、力率は、0.75 以上 0.8 以下とする。 

（ロ）（イ）に規定する試験ののち、スイッチに電気機械器具の種類ごとにそれぞれ次の表に掲げる試

験電流及び力率で閉路後直ちに開路する操作を毎分約 4 回（タイムスイッチにあっては、約 3

回）の割合で5回行ったとき、各部に異状を生じないこと。 

 

電気機械器具の種類 試験電流及び力率 

イ 冷却装置を

有する電気機

械器具 

冷房用のもの及び

電気除湿機 

最大負荷電流の4倍の電流及び0.7以上0.75 以

下の力率 

冷凍用のもの 
最大負荷電流の6倍の電流及び0.7以上0.75 以

下の力率 

ロ その他のもの 

電動機の回転子を拘束し、電動機の定格周波数

に等しい周波数の定格電圧の1.2 倍に等しい電圧

を加えた場合に操作用スイッチに通ずる電流及び

この場合の力率 

 

（ハ）（ロ）に規定する試験ののち、最大負荷電流が 1A 以上のものにあっては、スイッチに最大負荷電

流を通じ、各部の温度上昇がそれぞれほぼ一定となった時の熱電温度計法により測定した接触

子の温度上昇は、接触子の材料ごとにそれぞれ次の表に掲げる温度上昇の値以下であること。 

 

接触子の材料 温度上昇(K) 

銅又は銅合金 40 

銀又は銀合金 65 

 

チ 点滅器（電動機操作用スイッチ及び線間電圧が交流にあっては 30V以下、直流にあっては 45V以
下であって、かつ、100mA 以下の回路に使用する感電、火災等の危険が生ずるおそれのないものを
除く。）にあっては、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、ヘ、チ、ヌ、ル、ヲ、ワ、カ、ヨ、タ、レ、ツ、ラ、ム

及びク並びに２（１）イ及びハ並びに２（２）ロ、ヘ、ト、リ及びヌに規定する技術上の基準に適合するこ

と。この場合において、別表第四附表第二１の開閉試験における負荷の力率は、約1とすることができ
る。 
開閉試験は別表第四１（３）ニ（イ）及び（ロ）による。 

リ 開閉器（電動機操作用スイッチ及び線間電圧が交流にあっては 30V以下、直流にあっては 45V以下
であって、かつ、100mA 以下の回路に使用する感電、火災等の危険が生ずるおそれのないものを除
く。）にあっては、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、ヘ、チ、ヌ、ル、ヲ、ワ、カ、ヨ、タ、レ、ツ、ラ、ム及

びク並びに３（１）ロ、ハ、ヘ、ト、ヌ及びヲ並びに３（３）イ、チ、リ、ル、ワ、カ及びヨに規定する技術上の

基準に適合すること。この場合において、別表第四附表第二２の開閉試験における負荷の力率は、

約 1とすることができる。 
ヌ 接続器（線間電圧が交流にあっては 30V以下、直流にあっては 45V以下であって、かつ、100mA以
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下の回路に使用する感電、火災等の危険が生ずるおそれのないものを除く。）にあっては、別表第四

１（１）並びに（２）イ、ホ、ヘ、チ、ヌ、ル、ヲ、ワ、カ、ヨ、タ、レ、ツ、ラ、ム、ノ及びク並びに６（１）イ、ハ、

ニ及びホ並びに６（３）ロ、ハ、ヘ、ト、チ、リ、ヌ及びルに規定する技術上の基準に適合すること。 
ル 変圧器及び電圧調整器は、別表第六１（１）（リを除く。）並びに（２）イ、ハ、ホ、ヘ、ト、チ、ヌ、タ、ツ及

びネに規定する技術上の基準に適合すること。 
ヲ 放電灯用安定器は、別表第六１（１）（リを除く。）及び（２）（ロ、ヘ、リ、ワ、カ、ヨ、タ、レ及びソを除く。）

並びに４（１）（イ、ハ及びニを除く。）、（２）、（６）及び（８）に規定する技術上の基準に適合すること。た

だし、銅鉄式安定器にあっては、上記に加え、充電部（口出し線及び端子を除く。）及び鉄心部を、耐

火性を有する外箱の中に収めてあるか、又は、巻線を耐火性を有する外被により十分保護してあるこ

と。 
ワ 電動機（電動力応用機械器具に使用するものを除く。）は、別表第七１（１）、（２）イ、ロ、ヘ及びト、（５）

並びに（６）に規定する技術上の基準に適合すること。 
カ コンデンサーは、別表第四１（３）チに規定する技術上の基準に適合すること。 
ヨ 過負荷保護装置（ヒューズを除く。）は、次に適合すること。 
（イ）電動機用のものにあっては、回転子を拘束した状態で接続される回路の電圧に等しい電圧を 1

分間に1回の割合（過負荷保護装置の構造上1分間に1回の割合で動作できないものにあって

は、動作できる最小の時間に 1 回の割合）で加え、手動復帰式のものにあっては 10 回、自動復

帰式のものにあっては 200 回動作試験を行ったとき、各部に異状が生じないこと。 

（ロ）電流動作式のもの（（イ）に掲げるものを除く。）にあっては、定格電流の 2.5 倍に等しい電流を通

じ、接続される回路の電圧に等しい電圧を1 分間に 1回の割合（過負荷保護装置の構造上 1分

間に 1 回の割合で動作できないものにあっては、動作できる最小の時間に 1回の割合）で加え、

手動復帰式のものにあっては10回、自動復帰式のものにあっては200回動作試験を行ったとき、

各部に異状が生じないこと。この場合において、負荷の力率は、約1 とすることができる。 

（ハ）熱動式のもの（（イ）に掲げるものを除く。）にあっては、接続される回路の電圧に等しい電圧を加

え、その回路の最大使用電流に等しい電流を通じ、感温部を加熱して回路を開き、冷却して回

路を閉じる操作を 1 分間に 1 回の割合（過負荷保護装置の構造上 1分間に 1 回の割合で動作

できないものにあっては、動作できる最小の時間に 1 回の割合）で、手動復帰式のものにあって

は 10 回、自動復帰式のものにあっては 200 回動作試験を行ったとき、各部に異状が生じないこ

と。 

タ 電動機の過負荷保護装置としてヒューズを使用するものにあっては、回転子を拘束した状態で定格

周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を連続して加えたとき、ヒューズが確実に溶断するこ

と。ただし、回転子を拘束した状態で燃焼するおそれのないものにあっては、この限りでない。 
レ 印刷回路用積層板（15W を超える電力が供給されるものに限る。）は、難燃性を有すること。ただし、

別表第八１（１０）トを適用するものにあっては、この限りでない。 
 

（解説） 
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１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する部品及び附属品について規定するものである。 

２．イにおいて、別表第四１（３）イの解釈に同じ。 

２．ロ項において， 

1 電源電線に口出し線として使用する絶縁電線（平形導体合成樹脂絶縁電線を除く。）はコード又はキャ

ブタイヤケーブルと同等以上のものとみなす。 

2 構造、用途等が明確である場合は、「電源電線」には電気設備の技術基準の解釈第 190142 条、第

191170 条、第 212171 条、第 213 条等の規定に準じ、取り付けるべき電線の種類の規定も適用する（以下

別表第八において同じ。）。 

３．ハ項において，器体の内部に使用するアース線であって、外力が加わらないものの断面積は、0.75mm2 以

上とすることができる。 

４．ホ項において， 

1 「自動温度調節器」とは、電熱を発生する器具に直接取り付けられていて、発熱部の発熱によって動作

するもの（外気温度と発熱部の発熱の差又は和によって開閉動作するものを含む。）をいう。この場合に

おいて、動作温度の設定点が可変のものであって、平常温度上昇試験において高の位置で動作せず低

の位置で動作するものは、「自動温度調節器」に含む。 

2 毛布等のコントローラーに類するもので、毛布等の本体発熱部の温度を検出しないもの（ラジエントヒータ

ーコントロール）は、「自動温度調節器」とはみなさない。 

3 開閉試験の条件は、次のとおりとする。 

(1) 設定温度が可変のものは、その動作温度が最高になるようにセットする。 

(2) 開閉速度は毎分 20 回を標準とし、加熱及び強制冷却を繰り返すが、標準時間内に動作しないもの

にあっては、動作に要する最小の時間内において行うものとする。この場合において、電気がま、トース

ター、信号線式毛布（開閉部を有するものに限る。）等で自動温度調節器又は自動スイッチ部をブロッ

クで試験することがやむを得ないものにあっては、その状態で行う。 

4 「電気用品に使用されるサーモスタットの試験方法」に関する報告書（平成2年 3月 15 日社団法人日本

電気協会 電気用品調査委員会）に規定される試験方法によるサーモスタットの安全性を客観的に確認

したものは、「技術上の基準に適合する」ものとみなす。 

５．へ項において， 

1 「自動スイッチ」とは、所定の仕事が完了したとき電路を自動的に開路し、又は切り替え、自動的に復帰

せず、手動により復帰させるものをいい、手動復帰式の温度過昇防止装置を含む。 

2 開閉試験の条件は、次のとおりとする。 

(1) 設定温度が可変のものは、その動作温度が最高になるようにセットする。 

(2) 開閉速度は毎分 20 回を標準とし、加熱及び強制冷却を繰り返すが、標準時間内に動作しないもの

にあっては、動作に要する最小の時間内において行うものとする。この場合において、電気がま、トース

ター、信号線式毛布（開閉部を有するものに限る。）等で自動温度調節器又は自動スイッチ部をブロック

で試験することがやむを得ないものにあっては、その状態で行う。 

本項については，同様な主旨を解釈中に記載済
です。 

電気設備の技術基準の解釈の改正に伴い，条項が変更
となったため修正。 
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3 別表第八１(3)の解説４ 4 を準用する。ホの解釈４に同じ。 

６．ト項において， 

1 「電動機操作用スイッチ」には、点滅器構造のもの及び開閉器構造のものを含む。この場合において、開

閉器構造のものの毎分の開閉回数は、別表第四附表第二２に定めるところによる。また、つめ付きヒュー

ズ付きの開閉器構造のものにあっては、別表第四に定める短絡試験（遮断電流は、表示があるものはそ

れにより、表示がないものは 1,000A とする。）を行う。 

2 開閉試験は、スイッチ類の定格表示と無関係にその回路の遮断時の電流及び電圧で行う（以下電動機

操作用以外の点滅器、開閉器、接続器において同じ。）。 

3 別表第四附表第三の解釈に同じ。 

７．ヌ項において，組立て時の便宜性のために使用する器内配線相互の接続用部品は、ヌにおいて｢接続器｣と

はみなさない。 

９．チ項において、別表第四１（３）ニの解釈に同じ。 

１０．ヌ項において、組立て時の便宜性のために使用する器内配線相互の接続用部品は、ヌにおいて「接続

器」とはみなさない。 

８．ヲ項において， 

1 「耐火性を有する外箱」及び「耐火性を有する外被」とは、金属製の外箱及び外被をいう。 

2 「外箱」とは、器具の全面を覆っているものをいう。ただし、コンデンサーを有するもののコンデンサーを収

納する部分の冷却用の穴にあってはこの限りでない。この場合において、その穴から別表第四１(2)ハに

掲げる試験指を30N の力で差し込んだとき、充電部に触れないこと。 

3 「十分保護してある」とは、運搬その他の取扱い中、巻線を損傷するおそれのないことをいう。 

９．ワ項の，「電動機」の範囲には、交流電動機のほかに直流で作動するものを含む。 

１０．レ項において， 

1 「15Ｗを超える電力が供給されるもの」とは、小電力回路以外のものをいう。 

2 「難燃性を有する」とは、次のいずれかに適合するものをいう。なお、試験品から試験片を採ることが困難

なものにあっては、同じ材質の試験片について試験を行うことができる。 

(1) JISC60695-11-10「耐火性試験－電気・電子－第11-10 部：試験炎－50W 試験炎による水平及び垂

直燃焼試験方法」9.4 分類の V-0 に適合するもの又はこれと同等の難燃性試験に適合するもの。 

(2) 別表第八１(10)ト 解釈 4(3)（ハ）に適合するもの。 

(3) (1)又は(2)に適合することを、客観的データ（適用規格・基準、試験方法、試験条件及び試験結果）に

基づき確認したもの。 

(4) 印刷回路用積層板に炎、溶融物等の異状が生じたとしても、その拡散を防ぐ金属又はセラミックの外

郭に収められているものは「難燃性を有する」とみなす。なお、当該外郭に印刷回路用積層板を接続配

線するための開口を設ける場合にあっては、開口は、別表第四１(2)ハに掲げる試験指を 30Ｎの力で差

し込んだとき、充電部に触れないこと。 

解釈本文中に同様な主旨を記載済。 

解釈本文中に同様な主旨を記載済。 

旧解釈４(3)は八 1(10)ト(ﾊ)に記載。 

上記，第７項に記載済。 
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（４）消費電力等の許容差 

定格消費電力等を表示しなければならないものにあっては、消費電力等は、この表に特別に規定するも

のを除き、次に適合すること。 

イ 電気遊戯盤、自動販売機、通常充電のみを行う蓄電池を内蔵する器具等であって、機能上不確定に

電力を消費するものにあっては、消費電力等の定格に対する許容差が定格値の±30%以内であるこ
と。この場合において、消費電力等は平常温度試験中 30 分間（短時間定格のものにあっては、表示
された定格時間に等しい時間）における消費電力量から算出するものとする。 

ロ イに掲げるもの以外のもののうち、半導体素子その他これに類する抵抗温度係数の大きいものを負荷

とするもの又はサイリスタその他これに類する制御機構を用いたものであって、使用状態の変化に応

じて消費電力が変化し、かつ、その定格値の表示を最大及び最小の範囲で示すことがやむをえない

ものにあっては、当該最大及び最小の範囲内であること。 
ハ イ及びロに掲げるもの以外のものにあっては、次に適合すること。この場合において、消費電力等

は、平常温度試験において、消費電力等がほぼ一定となった時（短時間定格のものにあっては、表示

された定格時間に等しい時間が経過した時）に測定するものとする。 
（イ）定格消費電力を表示しなければならないものにあっては、次の表に掲げるとおりとする。 

 

種類 定格消費電力(W) 許容差(%) 

電熱器具以外のもので

あって電熱装置の定格

消費電力を表示しなけ

ればならないものの電

熱装置及び電熱器具 

20 以下 +20 

20 を超え 100 以下 
±15 (1) 

100 を超え1,000 以下 
±10 (1) 

1,000 を超えるもの 
��

-��
��

-��
(1) 

その他のもの 

10 以下 +25 

10 を超え 30以下 
±25 (2) 

30 を超え 100 以下 ±20 ���
-��

(2) 

100 を超え1,000 以下 

±15 (2) 

現状の技術基準では、「あって」は「あつて」にな

っている。「あって」で問題ないと思います。 

読点が現状の技術基準ではコンマになっているが、

今回のものは読点になっている。 

「っ」と「つ」については，省令や

技術基準の書き方に合わせること

になります。読点とカンマは一括で

修正します。 
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1,000 を超えるもの 

±10 (2) 

(備考) かっこ内の数値は、(1)に係るものはサイリスタその他これに類するものを発熱体に直

列に接続した場合に適用し、(2)に係るものは等価負荷法により平常温度試験を行った場合

に適用する｡ 

 

（ロ）定格容量を表示しなければならないものにあっては、次の表に掲げるとおりとする。 

定格容量(VA) 許容差(%) 

20 以下 +25 

20 を超え 100 以下 ±20 

100 を超えるもの ±15 

 

（ハ）定格入力電流を表示しなければならないものにあっては、次の表に掲げるとおりとする。 

 

種別 定格入力電流(A) 許容差(%) 

電極式のもの 

5 以下 
+15 

-20 

5 を超えるもの 
+10 

-15 

その他のもの 

0.2 以下 ±25 

0.2 を超え1 以下 ±20 

1 を超えるもの ±15 

 

（ニ）定格力率を表示しなければならないものにあっては、力率は、定格力率の±0.05 以内であるこ

と。 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する消費電力等の許容差について規定するものである。 

２．本項において， 

1 回路の切換え又は発熱体の特性により消費電力が、段階的に又はゆるやかに変化するものにあっては、

最大の値を消費電力とする。 

2 電力を消費する箇所を２以上有する場合であって、これらを同時に使用できるものにあっては、これらを

同時に使用した時の消費電力の最大の値を消費電力とする。 

３．イ項において， 

1 「通常充電のみを行う蓄電池を内蔵する器具」とは、充電のみに交流電力を消費するものをいう。 

2 「機能上不確実に電力を消費するもの」とは、使用中における１つの仕事（コインタイマー等を有するもの

はその間の仕事）の間において、プログラム制御等の関係で不特定電力を消費するものであって、定格
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消費電力を定格電圧で除した値（以下、定格電流という。）と最大電流との差が、定格電流に対し 25％を

超えるものをいう。 

４．ロ項において， 

1 「使用状態の変化」には、周囲温度の変化を含まない。 

2 「使用状態の変化に応じて消費電力が変化」するものとは、使用中における最大消費電力と各部の温度

がほぼ一定となったときの消費電力との差が使用中における最大消費電力に対して 25％を超えるものを

いう。 

3 「定格値の表示を最大及び最小の範囲で示すことがやむをえないもの」とは、半導体素子を発熱体とし

て使用したもの、通電率制御を行うもの、電圧又は電流を位相制御して消費電力を制御するもの等をい

う。 

５．ハ項においての， 

「消費電力等がほぼ一定となった時」とは、電極式のものにあっては、原則として沸とう直前をいう。 

６．ハ項(ｲ)の表の備考において，「等価負荷法｣によるものとは、高周波ウエルダー、アーク溶接機、電気ポンプ

（圧力計によって負荷を換算して試験するものに限る。）等をいう。 

 

 

（５）欠番 

（解説） 

１．本項については，従来「発生する雑音の強さの測定方法」が規定されていたが，同規定は別表第１０に移さ

れたため，本項は欠番となった。 
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（６）電圧変動による運転性能 

平常温度試験の状態において、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を加えて連続し

て運転し、電圧を定格電圧に対して±10%変動させた場合に、支障なく運転が継続できること。 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する電圧変動による運転性能について規定するものである。 

２．本項において， 

1 「平常温度試験の状態において」とは、試験条件が表示された全負荷電流に等しい電流を通じるなど外

部の機械的負荷を必要とするもの（電動工具等）にあっては、原則としてうず電流制動機を用い、負荷を

かけ、そのままの状態で電動機の電圧のみを±10％変化させることをいう。 

2 「支障なく運転が継続できる」とは、発煙、変形、充電部露出等の異状が生ぜず、運転が継続（短時間定

格のものにあっては、その表示された定格時間に等しい時間）できることをいい、停止するものにあっては、

その後定格電圧に等しい電圧を加えたとき、運転が継続できることを含む。ただし、ランプ類に断線が生

じた場合は、この限りでない。 

 

 
従来は「異常」でしたが，三次文書で「異状」とされ

ていたため，そのまま使用しました。最終的にどのよ
うにするかをお知らせ下さい。 

尚，他の別表では，「異状」と「異常」が混在して用

いられております。 
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（７）二重絶縁構造 

二重絶縁構造のものにあっては、次に適合すること。 

イ 充電部と器体の表面との間には、（イ）に適合する基礎絶縁及び（ロ）に適合する付加絶縁を施してあ

ること。ただし、構造上やむを得ない部分であって、充電部と器体の表面との間に（ハ）に適合する強

化絶縁が施されている場合は、この限りでない。この場合において、基礎絶縁又は付加絶縁は、絶縁

物により絶縁されていること。 
（イ）基礎絶縁は、次のいずれかに適合すること。 

ａ 絶縁物の厚さは、別表第四１（２）レ（ロ）及び（ハ）に適合すること。 

ｂ 空間距離（沿面距離を含む。）は、次の表（（２）トの表中器具又は器具の部分の区分の欄のイ

に掲げるものにあっては、附表第一。以下（７）において同じ。）に掲げる値以上であること。 

 

線間電圧又

は対地電圧

(V) 

空間距離(沿面距離を含む｡)(㎜) 

電源電線の取付け部 出力側電線の取付け部 その他の部分 

使用者が

接続する

端子部 

製造者が

接続する端

子部 

使用者が

接続する端

子部 

製造者が

接続する端

子部 

固定している部

分であって、じん

あいが侵入し難

く、かつ、金属粉

が付着し難い箇

所 

その他の

箇所 

50 以下のも

の 
― ― 3 2 1.2 1.2 

50 を超え150

以下のもの 
6 2.5 6 2.5 1.5 2 

150 を超 え

300 以下のも

の 

6 3 6 3 2 2.5 

300 を超 え

600 以下のも

の 

― ― 10 6 4 5 

600 を超 え

1,000 以下の

もの 

― ― 10 8 6 7 

1,000 を超え

3,000 以下の

もの 

― ― 20 20 20 20 

3,000 を超え

7,000 以下の

もの 

― ― 30 30 30 30 

7,000 を超え

12,000 以下

のもの 

― ― 40 40 40 40 
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12,000 を超

えるもの 
― ― 50 50 50 50 

(備考) 

１ 空間距離は、器具の外面にあっては30N、器具の内部にあっては2Nの力を距離が最も小さくなるように加え

て測定したときの距離とする｡ 

２ 線間電圧又は対地電圧が 1,000V を超えるものの空間距離(沿面距離を除く｡)にあっては、10 ㎜を減じた値

とすることができる｡ 

 

（ロ）付加絶縁は、次のいずれかに適合すること。 

ａ 絶縁物は、次に適合すること。 

（ａ）基礎絶縁の絶縁物と同等以上の絶縁性能を有するものであること。 

（ｂ）器体の外郭を兼ねる絶縁物及び外傷を受けるおそれのある部分に用いる絶縁物の厚さ

は、1 ㎜以上であること。 

（ｃ）外傷を受けるおそれのない部分に用いる絶縁物の厚さは、0.4 ㎜以上であること。ただし、

機械的応力を受けるおそれのない箇所に使用する 2層以上の絶縁物であって、それぞれの

絶縁物が附表第三２（４）に規定する付加絶縁の試験に適合するものにあっては、この限りで

ない。 

ｂ 空間距離（沿面距離を含む。）は、（イ）ｂに適合すること。 

（ハ）強化絶縁は、次のいずれかに適合すること。 

ａ 絶縁物は、次に適合すること。 

（ａ）器体の外郭を兼ねる絶縁物及び外傷を受けるおそれのある部分に用いる絶縁物の厚さ

は、2 ㎜以上であること。 

（ｂ）外傷を受けるおそれのない部分に用いる絶縁物の厚さは、0.8 ㎜以上であること。ただし、

機械的応力を受けるおそれのない箇所に使用する3層以上の絶縁物であって、それぞれ隣

接する2層が附表第三２（４）に規定する強化絶縁の試験に適合するものにあっては、この限

りでない。 

ｂ 空間距離（沿面距離を合む。）は、（イ）ｂの表に掲げる値の2 倍以上であること。 

ロ 絶縁物の裏打ち及び隔壁は、電源電線、スイッチ等を取り換えるとき移動しないように確実に固定し

てあること。 
ハ 次に掲げるものを除き、容易に取り外すことができる部分を取り外した状態で、別表第四１（２）ハの図

に示す試験指にあっては充電部及び基礎絶縁物に、次の図に示すテストピンにあっては充電部に触

れないこと。 
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（イ）取り付けた状態で容易に人が触れるおそれのない取付け面 
（ロ）質量が40kg を超える床上形の機器であって、器体を傾けないと試験指又はテストピンが触れるこ

とができない部分 

（ハ）２次電圧が 30V 以下であって、１次巻線と２次巻線が独立して巻かれ、かつ、二重絶縁構造の絶

縁変圧器に接続された２次側の回路の電圧が交流にあっては30V以下、直流にあっては45V以

下の部分 

ニ アースするおそれのある非充電金属部を貫通する電源電線等の貫通孔には、ゴム以外の絶縁ブッシ

ングを設けてあること。 
ホ 金属製のコード止めを有するものにあっては、そのコード止めとアースするおそれのある非充電金属

部との間には、付加絶縁を施してあること。 
ヘ ヒューズ（温度ヒューズを除く。）を有するものにあっては、包装ヒューズであること。 
ト 充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間には、コンデンサーを接続していないこと。 
チ アース機構を有していないこと。 
リ 電線の接続は、次に適合すること。ただし、接続部が緩み又は外れたときに、電線に2Nの力を加えて
測定した付加絶縁の空間距離又は強化絶縁の空間距離がイ（イ）ｂの表に掲げる距離の 1/2以上ある
ものにあっては、この限りでない。この場合において、基礎絶縁の空間距離にあってはイ（イ）ｂの表に

掲げる距離以上であること。 
（イ）電線をねじ又はナットを用いて接続するものにあっては、ばね座金又は歯付き座金を介して締め

付けてあること。 

（ロ）（イ）以外により接続するものにあっては、電線を接続部及びその近傍に固定してあること。 

ヌ 部品等をねじ又はナットを用いて取り付ける場合にあっては、ばね座金若しくは歯付き座金を介して

又は 2 箇所以上で締め付けてあること。ただし、取付け部が緩み又は外れたときに、部品等に 2Nの
力を加えて測定した付加絶縁の空間距離又は強化絶縁の空間距離がイ（イ）ｂの表に掲げる距離の

1/2 以上あるものにあっては、この限りでない。この場合において、基礎絶縁の空間距離にあってはイ
（イ）ｂの表に掲げる距離以上であること。 

ル 電源電線は、別表第一に規定する技術上の基準又は別表第十二の規定による技術上の基準に適



Ⅴ-8(1)-54 

 

合するキャブタイヤコード若しくはキャブタイヤケーブルであって、その断面積が 0.75㎜ 2以上のもの

であること。ただし、電気かみそり、電気バリカン、電気マッサージ器その他の手持ち形の軽小な器具

に使用する電源電線であって、次に適合するものにあっては、この限りでない。 
（イ）定格電流が1A以下のものに使用する電源電線であって、その断面積が0.75 ㎜ 2以上の別表第

一に規定する技術上の基準又は別表第十二の規定による技術上の基準に適合するコード（より

合わせコードを除く。） 

（ロ）定格電流が0.5A以下のものに使用する電源電線（長さが2.5m以下のものに限る。）であって、別

表第一に規定する技術上の基準又は別表第十二の規定による技術上の基準に適合する金糸コ

ード 

ヲ 防水構造のものにあっては、電源電線と器体との接続には、接続器を使用していないこと。 
（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する二重絶縁構造について規定するものである。 

２．本項において， 

1 二重絶縁構造とは、感電に対する保護をするために二重絶縁又は強化絶縁を施した構造のものをいう。 

     二重絶縁構造の図例 

 

Ａ：アースするおそれのある非充電金属部 

Ｂ：人が触れるおそれのある非金属部の表面 

①：基礎絶縁の空間距離 

②：付加絶縁の空間距離 

③：強化絶縁の空間距離 

2 二重絶縁とは、基礎絶縁及び付加絶縁の両方から成る絶縁をいう。 

3 基礎絶縁とは、感電に対する基礎的な保護をするために充電部に施した絶縁をいう。 

4 付加絶縁とは、基礎絶縁が破損した場合に、感電に対する保護をするために、基礎絶縁に追加した独

立の絶縁をいう。 

インデント（位置）合わせ 
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5 強化絶縁とは、電気的及び機械的性能が、二重絶縁と同等以上に強化された絶縁をいう。 

３．イ項において, 

1 「構造上やむを得ない部分」には、次に掲げるものを含む。 

(1) 電動機のブラシキャップ 

(2) 電動機巻線等のコイルエンド部及び電動機の整流子 

(3) 電動機のブラシホルダー 

(4) スイッチ 

(5) 端子台 

(6) ソケット（白熱電球用及び水銀ランプ用のものにあっては陶磁器製のものであること。ただし、防水型

の機器以外の機器に使用する E17 以下の耐熱性を有するフェノール樹脂又はこれと同等以上の性能

を有する合成樹脂製のものにあっては、この限りでない。） 

(7) 安定器の外郭の開口部の巻線とアースするおそれのある非充電金属部との間の部分 

(8) 一体成形の差し込み接続器 

(9) 機器に組み込まれた器具用プラグ受け 

(10) 銘板、ねじ及びリベット等の小さな露出部分 

(11) 変圧器巻線の成形されたボビン 

2 「構造上やむを得ない部分」には、発熱線を埋め込んだ絶縁物を含まない。 

４．イ項(ｲ)b において， 

1 「空間距離（沿面距離を含む。）」とは、充電部と付加絶縁の絶縁物の内面との距離をいう。 

2 扉等を開いたとき、その内部にあるシーズヒーターの電源を遮断する両切りのスイッチであって、そのスイ

ッチが速断機構を有し、かつ、接点の遮断距離が基礎絶縁の空間距離以上の距離を有するものにあっ

ては、開路の状態において当該スイッチの電源側端子と負荷側端子の間を基礎絶縁とすることができる。 

５．イ項(ﾛ)b の，「空間距離（沿面距離を含む。）」とは、基礎絶縁の絶縁物の表面と器体の表面との間の距離を

いう。 

６．イ項(ﾊ)b の，「空間距離（沿面距離を含む。）」とは、充電部と器体の表面との間の距離をいう。 

７．ハ項においては， 

1 別表第八１(2)の解説７を準用する。への解釈解説に同じ。 

2 テストピンには、力を加えない。 

 

８．ハ(ｲ)においては，別表第八１(2)の解説8 を準用する。ヘ(ｲ)の解釈解説に同じ。 

 

９．ハ(ﾊ)の，「独立して巻かれ」とは、ダブルボビン及びセパレート巻きをいう。 

一部項目が解釈中に残ったため，解説７は旧解釈を網羅
していないが，このままで良いか？ 
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（８）始動特性 

電動機を有するものにあっては、次に適合すること。 

イ 通常の使用状態において、定格周波数に等しい周波数の定格電圧の 90%に等しい試験電圧を加え
たとき、電動機が回転子の位置に関係なく始動すること。ただし、速度調整装置を最低ノッチにセット

して、定格電圧の 90%に等しい試験電圧を加えたとき、始動しないものにあっては、始動しない速度
ノッチごとに定格周波数に等しい周波数の始動しない最高電圧（始動しない最高電圧が定格電圧を

超える場合は、定格電圧）を連続して加え、各部の温度上昇がほぼ一定となった時の巻線の温度は、

附表第四の左欄に掲げる測定箇所（同表１の測定箇所に限る。）ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる

値以下であり、かつ、始動しないことによって危険が生ずるおそれのないものにあっては、この限りで

ない。 
ロ 始動電流を表示しなければならないものにあっては、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等し

い電圧を加えた場合に測定した始動電流は、表示された始動電流の値以下であること。 
始動電流の測定は、運転停止直後に電動機の回転子を拘束又は停止した状態で定格電圧を加えて行

う。ただし、大容量のもの又は回転子を拘束し難い構造の誘導電動機を使用しているものにあって

は、電動機の全負荷電流に近い拘束電流を通じたときに加えた電圧を測定し、次式によって始動電

流を算出することができる。 
始動電流 Is＝Is’(E/Es) 

 

Is：定格電圧における拘束電流（A）E：定格電圧(V) 

Is’：全負荷電流に近い拘束電流（A）Es：電流 Is’に対するインピーダンス電圧（V） 

 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する始動特性について規定するものである。 

２．イ項において， 

1 「通常の使用状態」には、次のものを含む。 

(1) 初めから負荷を加えた状態で運転する機器にあっては、定格負荷を加えた状態 

(2) 空気タンクを有するものにあっては、空気タンクに圧力を加えない状態 

2 半導体素子等を利用した無段変速装置を有するものにあっては、次による。 

(1) 定格電圧の 90％に等しい電圧を加えたとき、速度調整範囲のいずれかの位置で始動すること。 

(2) 定格電圧の 90％に等しい電圧を加え、始動を開始する直前の位置に速度調整装置を調整し、温度

試験を行う。 

(3) 定格電圧に等しい電圧を加え、始動しない速度調整位置に速度調整装置を調整し、(2)と同じ試験を

行う。 

3 電気冷房機、電気冷蔵庫等冷却装置としての圧縮用電動機の始動は、平常温度上昇試験と同一の条
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件で運転した後３分間休止させてから行う。ただし、休止時間を表示したものにあっては、その休止時間

による。 

（９）漏えい電流測定 

通常の使用状態において、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧を加え、充電部と器

体の表面との間又は器体の表面と大地との間に 1kΩの抵抗を接続して流れる漏えい電流を測定したと

き、漏えい電流は、商用周波数以上の周波数において感電の危険が生ずるおそれのない場合を除き、

1mA 以下であること。 

 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する漏えい電流測定について規定するものである。 

２．本項において， 

1 「漏えい電流」の測定は、別表第八１(2)ヘ(ﾊ)項と同様の方法で行う。 

2 「漏えい電流」の測定は、器体の外郭が金属製のもの以外のものにあっては、別表第八に特別に規定す

るものを除き、10cm×20cm の大きさの金属はくをあてて行う。 

3 中性点接地方式以外の屋内配線に接続する可能性のある単相機器は、図 1 に示すように「充電部と器

体の表面との間」において、また、中性点接地方式の屋内配線にのみ接続する機器は、図2に示すように

「器体の表面と大地との間」において、スイッチ S1 の開閉及びスイッチ S2 の両位置の全ての組み合わせ

に対する漏えい電流の測定を行う。 

 

 図 1 中性点接地方式以外の屋内配線に接続する可能性のある単相機器の測定回路例 
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図 2 単相 3線式の屋内配線にのみ接続する機器の測定回路例 

 

（備考） 図 1 及び図 2において、スイッチ S1は屋内配線を含む電源回路の一線に点滅器、 

     コントローラー等を接続することを考慮している。 
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（１０）ブラウン管及びその附属品 

ブラウン管を有するものにあっては、次に適合すること。 

イ 保護板 
最大部直径（角形の場合は、対角線長とする。以下（１０）において同じ。）の公称寸法が 160 ㎜を超える
非防爆形のブラウン管にあっては、保護板を有していること。 

ロ ブラウン管の保護 
最大部直径の公称寸法が 160 ㎜を超えるブラウン管にあっては、ブラウン管をキャビネットに正常に

取り付けた状態で、ブラウン管（保護板を有するものにあっては、保護板を含む。以下ハにおいて同

じ。）の前面に、ロックウェル硬度 R62 以上で直径 40㎜の鋼球を、最大部直径の公称寸法が400 ㎜を

超えるブラウン管にあっては 2,100 ㎜、その他のブラウン管にあっては 1,700 ㎜の高さから振子状に落

としたとき、破片による危険が生ずるおそれのないこと。 

ブラウン管の前方1,500 ㎜の位置に、長さ 1,800 ㎜、高さ250 ㎜、厚さ13 ㎜の垂直障壁を設けて試

験を行ったとき、質量が10gを超える破片が垂直障壁を超えて飛ばないものは「破片による危険が生ず

るおそれのない」ものとみなす。 

ハ ブラウン管の機械的強度 
最大部直径の公称寸法が 160 ㎜を超えるブラウン管にあっては、ブラウン管をキャビネットに正常に

取り付けた状態で、ブラウン管を熱衝撃法により破壊したとき、破片による危険が生ずるおそれのない

こと。 

この場合の用語の定義は、次の（イ）及び（ロ）による。 

（イ）「熱衝撃法」の試験は、次による。 

ダイヤモンド針を用いて、ブラウン管の側面又は前面に次の図に示すいずれかの引っかき傷を

つけ、液体窒素又はこれと同等のものを用いて、その部分に割れ目が生じるまで冷却を繰り返

す。この場合において、冷却液が流れ出るのを防ぐために、粘土等を用いてせきをつくるものとす

る。 

 

 

（ロ）ブラウン管の前方500 ㎜及び2,000 ㎜の位置に、長さ 1,800 ㎜、高さ 250 ㎜、厚さ 13 ㎜の垂直
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障壁を設けて試験を行ったとき、ブラウン管の前方に設けた障壁間に飛散したガラスの破片の重

量は、単片で2g以下であり、かつ、いかなる破片もブラウン管前方2,000 ㎜に設けた障壁を超え

て飛ばないものは「破片による危険が生ずるおそれのない」ものとみなす。 

ニ 絶縁性能 
（イ）附表第三１、２及び６（１）の試験を行ったとき、これに適合すること。 

（ロ）高圧整流回路の充電部とシャーシーとの間に次の式により計算した試験電圧に等しい電圧が加

わった状態にしたとき、連続して 1 分間これに耐えること。 

E=1.25v+1,750 

E は、試験電圧とし、その単位は、Vとする。 

v は、高圧整流器の陽極又は陰極とシャーシーとの間で測定した最大電圧とし、その単位は、V とす

る。 

（ハ）平常温度上昇の試験直後において、水平偏向コイルへ加えられている電圧を測定し、その電圧

の1.25 倍の電圧が水平偏向コイルに加わった状態にしたとき、偏向ヨークが連続して1分間これ

に耐えること。 

（ニ）器体の内部の被覆電線であって、尖頭電圧が 2,500V を超える回路に用いられるものにあって

は、次に適合すること。 

ａ 周囲温度32℃、相対湿度85%の状態に24時間保った後、表面に付着した水分をふきとり、次

の表に掲げる金属棒に 9回巻き付け、電線の定格電圧の 2 倍に等しい電圧が電線の内部導

体と金属棒との間に加わった状態にしたとき、連続して 30 分間これに耐えること。 

 

電線の外径(㎜) 金属棒の外径(㎜) 

3.82 以下 12.7 

3.82 を超え 5.08 以下 19.05 

5.08 を超えるもの 25.4 

 

ｂ 電線の定格温度に等しい周囲温度の状態に 7 時間保った後、ａの表に掲げる金属棒に 9 回

巻き付け、電線の定格電圧の 1.25 倍に等しい電圧が電線の内部導体と金属棒との間に加わ

った状態にしたとき、連続して 30分間これに耐えること。 

ホ フライバック変圧器及びその周辺部の耐燃性 

（イ）フライバック変圧器は、難燃性を有するものであること。ただし、厚さが0.3 ㎜以上の鋼板又はこれ

と同等以上の機械的強度を有する不燃性の合成樹脂若しくは金属板で作られた遮へい箱に収

められているものにあっては、この限りでない。 

「難燃性を有するもの」とは、次のａの試験条件において、ｂの試験を行ったときｃの基準に適合

するものをいう。 

ａ 試験条件 

（ａ）試験場所：無風状態の部屋 

（ｂ）使用燃料：約 37MJ/m3の天然ガス又はこれと同等の発熱量を有するもの 
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（ｃ）ブンゼンバーナーの口径：9.5 ㎜±0.5 ㎜ 

（ｄ）ブンゼンバーナーの長さ：100 ㎜±10㎜ 

ｂ 試験 

巻線の側面を垂直に保ち、巻線部分のほぼ中央に酸化炎の長さが約 130 ㎜、還元炎の長さが

約 35 ㎜であるブンゼンバーナーの還元炎の先端を垂直に対して 20°の角度で15秒間あて

炎を取り去って 15秒間休止する操作を5 回繰り返す。 

 

図例１              図例２ 

 

 

ｃ 基準 

巻線部の燃焼により生ずる炎が各休止時間内において消滅し、かつ、試験後において 30 秒以

内に消滅すること。 

（ロ）フライバック変圧器を保持する部分は、難燃性を有するものであること。 

「難燃性を有するもの」とは、次のａの試験条件においてｂの試験を行ったときｃの基準に適合す

るものをいう。 

ａ 試験条件 

（ａ）試験片： 原厚のまま各辺の長さがそれぞれ 13㎜±0.5㎜、125 ㎜±5㎜の長方形に切り取

ったものとする。この場合において、試験品から試験片を採ることが困難なものにあっては、

同等の材質の試験片について試験を行うことができる。 

（ｂ）試験場所：無風状態の部屋 

（ｃ）使用燃料：約 37MJ/m3の天然ガス又はこれと同等の発熱量を有するもの 

（ｄ）ブンゼンバーナーの口径：9.5 ㎜±0.5 ㎜ 

（ｅ）ブンゼンバーナーの長さ：100 ㎜±10 ㎜ 
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（ｆ）脱脂綿の厚さ：約 6㎜ 

ｂ 試験 

試験片の長辺方向を鉛直にして、その頂上部 6 ㎜以内の部分を、試験片の下端がバーナーの

先端から10㎜±1㎜上になるように固定し、その下方約300 ㎜の位置に乾燥した脱脂綿を水

平に敷き、ブンゼンバーナーの長さ約20㎜の安定した青色炎を試験片の下端の中央部に10

秒間あて炎を取り去り、炎が消滅したときは更に10 秒間炎をあて炎を取り去る。 

 

ｃ 基準 

（ａ）各回の有炎燃焼時間はそれぞれ 10秒以下であること。 

（ｂ）2 回目の接炎後の赤熱燃焼時間は 30秒以下であること。 

（ｃ）試験片が支持具まで燃焼しないこと。 

（ｄ）脱脂綿の燃焼がないこと。 

（ハ）フライバック変圧器及びその周辺部は、アークによる炎が延焼するおそれのないものであること。

ただし、（イ）に規定する遮へい箱に収められている部分にあっては、この限りでない。 

この場合、「延焼するおそれのないもの」とは、放電試験棒を用いて連続して 30 秒間（30 秒以内に燃

焼を開始したときはそのつど放電を中止し、放電中止後 15 秒以内に炎が消滅したときは更に放

電を続け、合計30秒間）放電させ、フライバック変圧器及びその近傍の部分が燃焼した場合にあ

っては、放電中止後から 15 秒以上燃焼を継続しないものをいう。放電試験棒、放電の方法及び

放電中止は、別表第八１（２）ト（ロ）ｂ（ｃ）から（ｅ）を準用する。 

ａ 試験は、フライバック変圧器の充電部（最大電圧部）とシャーシーとの間で放電試験棒を使用

してアークを発生させて行う。 

ｂ 試験品は無通電状態とする。 

ｃ 保護装置の動作又は部品の破壊によりアークが継続して発生できないときは、保護装置の動

作又は部品の破壊が生じない範囲の充分なインピーダンスを放電回路と直列に挿入して試

験を行う。 
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ヘ 偏向ヨークの耐燃性 
偏向ヨークは、アークによる炎が延焼するおそれのないものであること。 

「延焼するおそれのないもの」とは、偏向ヨーク巻線相互間及び偏向ヨークの充電部とシャーシー間

で放電試験棒を使用してアークを発生させ、アークにより炎が発生したときは放電を中止し、その炎が

消えた後、再びアークを発生させる操作を 15 分間（部品の破壊又は保護装置（容易に取り換えること

ができるヒューズを除く。）の動作によりアークが持続しない場合にあっては、その時まで）繰り返したと

き、アークにより生ずる炎が放電中止時間内及び試験後においていずれも 15 秒以内に消滅するもの

をいう。放電試験棒、放電試験の方法及び放電中止は、別表第八１（２）ト（ロ）ｂ（ｃ）から（ｅ）を準用す

る。 

ト アノードキャップ、被覆電線、印刷回路用積層板等の難燃性 
ブラウン管のアノードキャップ、器体の内部の被覆電線並びに印刷回路用積層板及びフレキシブル

印刷配線板（いずれも、面積が25㎝ 2以上のもの、15W以上の電力が供給されるもの又は尖頭電圧が

45V 以上の電圧が印加されるものに限る。）は、難燃性を有するものであること。 

「難燃性を有するもの」とは、次に適合するものをいう。 

（イ）アノードキャップにあっては、次のａの試験条件においてｂの試験を行ったときｃの基準に適合する

もの 

ａ 試験条件 

（ａ）試験場所：無風状態の部屋 

（ｂ）使用燃料：ブタンガス 

（ｃ）ガスバーナーのノズルの内径：0.5 ㎜±0.1 ㎜ 

（ｄ）薄葉紙：JIS C 2303（1984）「絶縁薄紙」に規定する絶縁薄紙又は JIS P 3901（1976）「カーボ

ン原紙」に規定するカーボン原紙の3種に相当するもの 

ｂ 試験 

試験片を固定し、試験片の下方約 200 ㎜の位置に木板及び薄葉紙を水平に敷き、ガスバーナ

ーの空気口を閉じた状態で燃焼させた長さ約 12 ㎜の炎の先端を試験片の垂直下から 10 秒

間あて、炎を取り去り、炎が消滅したときは直ちに60秒間炎をあて炎を取り去り、炎が消滅した

ときは直ちに120 秒間炎をあて炎を取り去る。 
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ｃ 基準 

（ａ）各回の有炎燃焼時間はそれぞれ 30秒以下であること。 

（ｂ）薄葉紙の燃焼がないこと。 

（ｃ）木板の焦げがないこと。 

（ロ）器体の内部の被覆電線にあっては、次のａの試験条件においてｂの試験を行ったときｃの基準に

適合するもの又はｄに適合するもの 

ａ 試験条件 

（ａ）試験片： 長さは、約 450 ㎜とする。この場合において、試験品から試験片を採ることが困難

なものにあっては、同等の材質の試験片について試験を行うことができる。 

（ｂ）試験場所：無風状態の部屋 

（ｃ）使用燃料：約 37MJ/m3の天然ガス又はこれと同等の発熱量を有するもの 

（ｄ）ブンゼンバーナーの口径：9.5 ㎜±0.5 ㎜ 

（ｅ）ブンゼンバーナーの長さ：100 ㎜±10 ㎜ 

（ｆ）脱脂綿の厚さ：約 6㎜ 

（ｇ）表示旗：JIS Z 1511（1975）「紙ガムテープ（包装用）」に規定する 2 種 1号に相当するもの。 

（ｈ）試験箱：次の図に示す鉄製のもの 
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ｂ 試験 

試験箱の底面に乾燥した脱脂綿を敷き、試験片を試験箱の中央に垂直に上下端を固定し、

図に示す位置に幅12.7 ㎜で19 ㎜突出するように表示旗を巻き付け、試験片の下端から75 ㎜

の位置に、酸化炎の長さが約130 ㎜、還元炎の長さが約35 ㎜であるブンゼンバーナーの還元

炎の先端を垂直に対して 20°の角度で15 秒間あて炎を取り去って 15秒間休止する操作を5

回繰り返す。この場合において、休止時間内に試験片の燃焼による炎が消滅しない場合には、

その炎が消えた後、直ちに炎をあてるものとする。 

 
 

ｃ 基準 

（ａ）脱脂綿の燃焼がないこと。 

（ｂ）表示旗の焼失及び焦げ面積が当該表示旗の面積の 25％以下であること。 
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（ｃ）各回の燃焼時間は 60秒以下であること。 

ｄ 「電気用品に使用される機器用電線の燃焼試験方法」に関する報告書（平成 2 年 3 月 15 日

社団法人日本電気協会電気用品調査委員会）に規定される試験方法による機器用電線の難

燃性を客観的に確認したもの 

（ハ）印刷回路用積層板にあっては、ａの試験条件においてｂの試験を行ったときｃの基準に適合する

もの又はｄに適合するもの。 

ａ 試験条件 

（ａ）試験片： 原厚のまま各辺の長さがそれぞれ 13㎜±0.5㎜、125 ㎜±5㎜の長方形に切り取

ったもの（導体は除去する。）とする。この場合において、試験品から試験片を採ることが困

難なものにあっては、同等の材質の試験片について試験を行うことができる。 

（ｂ）試験場所：無風状態の部屋 

（ｃ）使用燃料：約 37MJ/m3の天然ガス又はこれと同等の発熱量を有するもの 

（ｄ）ブンゼンバーナーの口径：9.5 ㎜±0.5 ㎜ 

（ｅ）ブンゼンバーナーの長さ：100 ㎜±10 ㎜ 

（ｆ）脱脂綿の厚さ：約 6㎜ 

ｂ 試験 

試験片の長辺方向を鉛直にして、その頂上部 6 ㎜以内の部分を、試験片の下端がバーナーの

先端から10㎜±1㎜上になるように固定し、その下方約300 ㎜の位置に乾燥した脱脂綿を水

平に敷き、ブンゼンバーナーの長さ約20㎜の安定した青色炎を試験片の下端の中央部に10

秒間あて炎を取り去り、炎が消滅したときは更に10 秒間炎をあて炎を取り去る。 

 

ｃ 基準 

（ａ）各回の有炎燃焼時間はそれぞれ 10秒以下であること。 
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（ｂ）2 回目の接炎後の赤熱燃焼時間は 30秒以下であること。 

（ｃ）試験片が支持具まで燃焼しないこと。 

（ｄ）脱脂綿の燃焼がないこと。 

ｄ 「電気用品に使用される外郭用合成樹脂材料の水平燃焼試験方法（改正案）」に（平成8年 5

月 社団法人日本電気協会 電気用品調査委員会答申）に規定される試験方法による印刷回

路用積層板に使用される絶縁材料の垂直燃焼がV-0以上であることのを客観的に確認したも

の 

（二）フレキシブル印刷配線板にあっては、ａの試験条件においてｂの試験を行ったときｃの基準に適

合するもの 

ａ 試験条件 

（ａ）試験片： 次の図に示す形状のものを4 枚取り出す。この場合において、図の形状のものが

取り出せない場合にあっては、同等の材質について、試験を行うことができる。 

 
（ｂ）試験場所：無風状態の部屋 

（ｃ）使用燃料：約 37MJ/m3の工業用メタンガス又はこれと同等の発熱量を有するもの 

（ｄ）ブンゼンバーナーの口径：9.5 ㎜±0.5 ㎜ 

（ｅ）ブンゼンバーナーの長さ：100 ㎜±10 ㎜ 

（ｆ）脱脂綿の厚さ：約 6㎜ 

（ｇ）試験箱：標準的な試験箱を次に示す。 
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ｂ 試験 

試験片を試験箱内に垂直に固定し、試験箱の底面に乾燥した脱脂綿を敷き、試験片の下端

中央部にブンゼンバーナーの長さ約25㎜の安定した青色炎を垂直に対して30°の角度で15

秒間あてて着火させ、その炎を取り去る。 

 

ｃ 基準 

（ａ）試験片の燃焼炎は自然に消滅すること。 

（ｂ）燃焼距離は 380 ㎜以下であること。この場合において、燃焼距離とは、試験片の炭化部分

の最長距離をいう。 

（ｃ）脱脂綿が燃焼しないこと。 

チ エックス線量 
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画像が可視の状態において、定格周波数に等しい周波数の定格電圧に等しい電圧の 90%以上

110%以下の範囲に電圧を変化させ次の試験を行ったとき、器体の外郭から 50 ㎜離れたところのエック

ス線の量は、36pA/kg(0.5mR/h）以下であること。ただし、走査振幅のスクリーン幅が試験品の有効スク

リーン幅の70%未満となるもの及び画像が可視の状態を維持しないものにあっては、この限りでない。 

（イ）調整器をエックス線の量が最大になるように調整する試験 

（ロ）１（２）ト（ロ）ａの試験 

（ハ）１（２）メの試験 

 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関するブラウン管及びその附属品について規定するものである。 

２．イ項において， 

1 「公称寸法」とは、設計中心値の第１位の数を四捨五入した 10mm単位の寸法をいう。 

2 「保護板」とは、爆縮等による危険を防止するために取り付けたガラス、合成樹脂等の板であって、容易

に取り外すことのできないものをいう（以下別表第八１(10)において同じ。）。 

３．ロ項において， 

1 試験品を置く台の高さは、75cm±5cm とする（以下別表第八１(10)ハにおいて同じ。）。 

2 試験個数は６個とし、うち３個はそのままの状態、他の３個は次に掲げる(1)から(3)までの温湿度処理を順

次行った後に試験を行うものとする。この場合において、すべての試料がこの項に適合すること（以下別

表第八１(10)ハにおいて同じ。）。 

(1) 周囲温度25℃±2℃、相対湿度90％以上95％以下のもとで24時間、周囲温度45℃±2℃、相対

湿度 75％以上80％以下のもとで 24時間及び周囲温度 25℃±2℃、相対湿度 90％以上 95％以下

のもとで24 時間放置する。 

(2) 周囲温度 20℃±2℃のもとで１時間、周囲温度－25℃±2℃のもとで１時間、周囲温度 20℃±2℃

のもとで１時間及び周囲温度 50℃±2℃のもとで１時間放置する操作を２回繰り返す。 

(3) (1)と同じ。 

3 ブラウン管前面の衝撃点は、その有効面積の端から20mm 以上内側に入った部分に限るものとする。 

4 「電気用品に使用されるブラウン管の試験方法」に関する報告書（平成2年 3月 15日 社団法人日本電

気協会 電気用品調査委員会）に規定される試験方法によるブラウン管の安全性を客観的に確認したも

のは、「破片による危険が生ずるおそれのない」ものとみなす（以下別表第八１(10)ハにおいて同じ。）。 

４．ニ項(ﾛ)において， 

1 「加わった状態にしたとき」とは、外部から絶縁耐力試験機を用いて試験箇所に規定の電圧を加える場

合又は入力側の電源電圧を上げて試験箇所に規定の電圧を発生させる場合のいずれかをいう（以下別

表第八１(10)ニ(ﾊ)において同じ。）。 

2 「高圧整流回路」とは、ブラウン管のアノードに接続された整流回路、「高圧整流器」とは、高圧整流回路

に用いた整流器をいう。 
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５．ニ項(ﾊ)の，「水平偏向コイル」には、撮像管の水平偏向コイルを含まない。 

６．ニ項(ﾆ)a において，電線を巻き付ける力は 9Nとする（以下別表第八１(10)ニ(ﾆ)ｂにおいて同じ。）。 

７．ニ項(ﾆ)b の，「電線の定格温度」とは、電線の製造者が使用に際して保証する温度をいい、電線又は仕様書

等に表示されたものをいう。 

８．ホ項(ｲ)において， 

1 「フライバック変圧器」とは、ブラウン管のアノード電圧発生用の変圧器をいい、DC-DC コンバーター方

式の変圧器を含む。 

2 「不燃性の合成樹脂若しくは金属板で作られた遮へい箱」とは、この項に適合するものをいう。 

９．ホ項(ﾊ)において， 

1 「フライバック変圧器」には、フライバック変圧器に接続して用いるフォーカス調整用抵抗器を含む。 

2 「周辺部」とは、フライバック変圧器内部の充電部から測定した距離が別表第八附表第二に規定する絶

縁距離に満たない部分をいう。この場合において、絶縁距離の測定は、フライバック変圧器本体の絶縁

物が無いものとして行う。 

3 別表第八１(10)トに適合する器体の内部の被覆電線、印刷回路用積層板及びフレキシブル印刷配線板

には、この項を適用しない。 

4 次に掲げるものの燃焼は判定に含めない。 

(1) 突起物等であって、最大寸法が 3cm 以下、かつ、体積が2cm3 以下の部分 

(2) ラベル、タグ等であって、一辺の長さが3cm 以下のもの 

１０．ヘ項において， 

1 「偏向ヨーク」には、撮像管用のものを含まない。 

2 試験は、偏向ヨークをブラウン管（ダミーブラウン管を含む。）に取り付けた状態で、偏向ヨークに加わる電

圧を最も厳しい状態に調整して行う。 

１１．ト項において， 

1 この項はブラウン管、フライバック変圧器及び偏向ヨーク等の高圧部品と同一筐体内（難燃性の隔壁によ

り仕切られているものにあっては、その隔壁まで）にあるものについて適用する。 

2 15W以上の電力が供給される「印刷回路用積層板」（以下「15W積層板」という。）には、15W積層板に接

触する積層板又は 15W積層板に取り付けたコネクター等により接続される積層板を含む。 

3 「電力」とは、積層板に供給しうる電力をいい、その測定は、次の図により行う。この場合において、保護

装置はすべて短絡するものとする。 

  
１２．チ項において， 
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1 「画像が可視の状態」とは、映像が同期している状態をいう。 

2 試験は、次による。 

(1) 使用者が工具を使用することなく交換できる保護装置（ヒューズ等）にあっては、これを短絡した状態

で行う。 

(2) (ﾛ)又は(ﾊ)の試験は、機器の外部から調整器をあらゆる位置にして行う。 
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（１１）太陽電池モジュール 

太陽電池モジュールを有するものにあっては、次に適合すること。 

イ 材料 
太陽電池モジュールの外郭の材料は、難燃性及び耐候性を有するものであること。 

「難燃性を有するもの」とは、別表第八１（２）ユ（イ）及び（ロ）による。 

「耐候性を有するもの」とは、JIS C 8918(1998)「結晶系太陽電池モジュール」の6.3 に定める温湿度

サイクル試験を行ったとき、附表第三１及び２に適合し外観に異状がないものをいう。 

ロ 構造 
（イ）太陽電池モジュール（複数の太陽電池モジュールの場合にあっては、その集合体）と当該太陽電

池モジュールに接続されている機器との間には、開閉器又は点滅器を設けてあること。 

（ロ）太陽電池モジュールに接続されている機器からの電流が太陽電池モジュールに流入しないこと。 

（ハ）太陽電池モジュールの電流により感電等の危険が生ずるおそれのない構造であること。 

（ニ）太陽電池モジュールは、部分的に異状な発熱が生じない構造であること。 

（ホ）太陽電池モジュール（複数の太陽電池モジュールの場合にあっては、その集合体）の金属製の

外郭には、アース機構を設けてあること。 

（ヘ）太陽電池モジュールに接続される電線は、短絡電流に耐えるものであること。 

「短絡電流に耐えるもの」とは、別表第四１（３）イ（ハ）に適合することをいう。 

（ト）接続できる太陽電池モジュールの型名を、太陽電池モジュールを接続する器体の表面の見やす

い箇所に容易に消えない方法で表示してあること。 

ハ 絶縁性能 
太陽電池モジュール（複数の太陽電池モジュールの場合にあっては、その集合体）は、附表第三１、

２及び３の試験を行ったとき、これに適合すること。 

ニ 機械的強度 
（イ）太陽電池モジュールの枠に対角線の長さ1,000 ㎜当たり 21 ㎜のねじりを加えたとき、異状が生じ

ないこと。 

「異状が生じないこと」とは、附表第三１及び２に適合し外観に異状がないことをいう。 

（ロ）太陽電池モジュールの受光面に直径25 ㎜の氷球を衝撃速度23m/s で衝突させたとき又は質量

227g±2gの鋼球を1m の高さから落下させたとき、異状が生じないこと。 

「異状が生じないこと」とは、感電、火災等の危険を生じるおそれのないことをいい、耐水性保護

に悪影響を与えるような破損のないことをいう。 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する太陽電池モジュールについて規定するものである。 

２．本項において，「太陽電池モジュール」とは、複数個の太陽電池セルを耐環境性のため外囲器に封入し、か

つ、規定の出力をもたせた最小単位の発電ユニットをいい、機器の筐体に組み込まれる小形のものは除くも
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のとする。 

３．ロ項(ﾊ)において，次の(1)又は(2)に適合する場合は、「太陽電池モジュールの電流により感電等の危険が生

ずるおそれのない構造」のものとみなす。 

(1) 太陽電池モジュールと商用系統との間にダイオード及び絶縁変圧器を設けてあるもの。 

(2) 太陽電池モジュールと商用系統との間にダイオードを有し、かつ、過電流を確実に防止するヒューズ

又は過電流遮断装置を設けてあるもの。 

４．ロ項(ﾆ)の，「異状な発熱が生じない構造」とは、JIS C 8917(1998)「結晶系太陽電池モジュールの環境試験

方法及び耐久性試験方法」の参考に定めるホットスポット試験を行ったとき附表第三１及び２に適合し外観に

異状がないもの又は JIS C 8918(1998)「結晶系太陽電池モジュール」の7.1(9)の対策が施されているものをい

う。 

５．ロ項(ﾍ)の，「短絡電流」とは、太陽電池モジュールの公称短絡電流をいう。 

６．ロ項(ﾄ)の，「接続できる太陽電池モジュール」とは、安全に使用できるものをいう。 

 

 

（１２）表示 

附表第六に規定する表示の方式により表示すること。 

（解説） 

１．本項は，令別表第１第６号から第９号まで及び別表第２第７号から第１１号までに掲げる交流用電気機械器

具並び携帯発電機に関する表示について規定するものである。 

 


